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第８回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成21年12月14日) 

 

   第 ８ 回   熊本県議会    総務常任委員会会議記録 

 
平成21年12月14日(月曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前11時44分休憩 

            午前11時51分開議 

            午後１時４分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成21年度熊本県一般会計補

正予算（第５号） 

 議案第８号 熊本県議会の議員その他非常 

  勤の職員の公務災害補償等に関する条例 

  の一部を改正する条例の制定について 

 議案第９号 熊本県職員の勤務時間、休暇 

  等に関する条例等の一部を改正する条例 

  の制定について   

 議案第10号 熊本県知事の権限に属する事 

    務処理の特例に関する条例の一部を改正 

   する条例の制定について 

  議案第12号 熊本市と下益城郡城南町との 

    合併及び熊本市と鹿本郡植木町との合併 

    に伴う関係条例の整理に関する条例の制 

    定について 

  議案第20号 当せん金付証票の発売につい 

    て     

報告第１号 専決処分の報告について 

請第31号 「所得税法第56条の廃止」を求

める意見書提出に関する請願 

請第33号 私学助成の充実強化に関する請

願 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

① 熊本私学夢プラン（仮称）検討会議の 

 設置について 

 ②  政令指定都市・市町村合併の推進につ 

    いて 

  ③  川辺川ダムに関する最近の状況につい 

    て 

    ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 森   浩 二 

        副委員長 田 代 国 広 

委  員 鬼 海 洋 一 

委  員 竹 口 博 己 

委  員 馬 場 成 志 

委  員 大 西 一 史 

委  員 中 村 博 生 

         委  員 内 野 幸 喜 

欠席委員（なし）            

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総合政策局 

                  局 長 安 倍 康 雄 

     総括審議員兼次 長 黒 田   豊 

    首席政策審議員兼      

      企画調整課長 神 谷 将 広 

             政策調整監  坂 本      浩 

               秘書課長 向 井 康 彦 

        広報課長 濱 名 厚 英 

 総務部 

         部 長  松 山 正 明 

         次 長 瀬 口   豊 

         次 長 田 崎 龍 一 

            危機管理監  富 田 健 治 

        人事課長 豊 田 祐 一 

      総務事務センター長  高 嶋 裕 治 

    首席総務審議員兼 

           私学文書課長 広 崎 史 子 

        首席総務審議員兼 

        財政課長 田 嶋   徹 

        管財課長 松 田 良 治 
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               税務課長 佐 藤 幸 男 

          市町村総室長  楢木野 史 貴 

   市町村総室副総室長  五 嶋 道 也 

   危機管理・防災消防 

         総室長 若 杉 鎭 信 

   危機管理・防災消防 

      総室副総室長 佐 藤 祐 治 

   男女参画・協働推進 

          課長 中 園 幹 也 

 地域振興部 

         部 長 坂 本      基 

          次 長  松 見 辰 彦 

         次 長 河 野   靖 

       地域政策課長 小 林 弘 史 

 川辺川ダム総合対策課長  古 里 政 信 

      情報企画課長 松 永 康 生 

    首席政策審議員兼 

           文化企画課長 山 野 陽 一 

         交通対策総室長  髙 田 公 生 

  交通対策総室副総室長 田 代 裕 信 

           統計調査課長  佐 伯 康 範 

 出納局 

    会計管理者兼出納局長 宮 田 政 道 

             会計課長  田 上   勲 

            管理調達課長 清 田 隆 範 

 人事委員会事務局 

         局 長 中 村 和 道 

      首席総務審議員兼          

         総務課長 田 中   明 

              公務員課長 松 見   久 

 監査委員事務局 

         局 長 林 田 直 志 

       首席監査審議員兼 

                  監査監 藤 川    昭 

         監査監 柳 田  幸 子 

                  監査監 山 中 和 彦 

 議会事務局 

                  局 長 井 川 正 明 

                次 長 高 橋 雄 二 

       首席総務審議員兼 

            総務課長 吉 良  洋 三 

                議事課長 東    泰 治 

      政務調査課長 船 越 宏 樹 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 徳 永 和 彦 

   政務調査課課長補佐  後 藤 勝 雄 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○森浩二委員長 それでは、ただいまから第

８回総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、今回付託された請第31号及び請第33

号について、提出者から趣旨説明の申し出が

あっておりますので、これを許可したいと思

います。 

 初めに、請第31号についての説明者を入室

させてください。 

  (請第31号の説明者入室) 

○森浩二委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

 それでは、説明をお願いします。 

  (請第31号の説明者趣旨説明) 

○森浩二委員長 趣旨はよくわかりましたの

で、後で審査しますので、本日はこれにてお

引き取りをいただきたいと思います。 

  (請第31号の説明者退室) 

○森浩二委員長 次に、請第33号についての

説明者を入室させてください。 

  (請第33号の説明者入室) 

○森浩二委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

  (請第33号の説明者趣旨説明) 

○森浩二委員長 趣旨はよくわかりましたの

で、後で審査しますので、本日はこれにてお

引き取りください。 

  (請第33号の説明者退室) 

○森浩二委員長 次に、本委員会に付託され

た議案等を議題とし、これについて審査を行
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います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

します。 

 

○松山総務部長 今回提案いたしております

議案の概要について御説明を申し上げます。 

 まず、今回の一般会計補正予算につきまし

ては、第１号議案として、６月、９月補正予

算の成立後において詳細が判明いたしました

経済対策に伴う基金の造成、活用等の経費を

88億円、新型インフルエンザワクチン接種負

担の軽減等の通常分を16億円計上いたしてお

ります。 

 これによりまして、11月補正予算は約104

億円の増額補正となり、補正後の平成21年度

予算規模は約8,360億円となります。 

 また、特別会計は、企業会計の財源更正と

なっております。 

 このほか、熊本県職員の勤務時間、休暇等

に関する条例等の一部を改正する条例等の条

例案件等につきましても、あわせて御提案、

御報告申し上げております。 

 なお、一部の報道機関から、本県の不適正

経理に関する報道がなされておりまして、委

員の先生方には大変御心配をおかけいたして

おります。 

 これは、昨年度に実施いたしました自主調

査の内容につきまして、県が情報開示しまし

た資料をもとに、さまざまな角度から報道が

なされているものでございます。 

 県といたしましては、本年４月から、広範

な再発防止策に取り組んでおりますが、今後

とも、二度とこのようなことを起こさないよ

う、引き続き再発防止を徹底してまいる所存

でございます。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、詳細な内容

及び条例等議案につきましては各課長、総室

長からそれぞれ御説明申し上げますので、よ

ろしく御審議いただきますようお願いいたし

ます。 

 

○森浩二委員長 次に、財政課長から、平成

21年度11月補正予算の概要について説明をお

願いします。 

 

○田嶋財政課長 財政課でございます。１ペ

ージをお願いします。 

 平成21年度11月補正予算の概要ですが、１

ページは総務部長の説明と重複いたしますの

で、割愛させていただきます。 

 ２ページをお開きください。 

 ２ページから３ページにかけて、歳入予算

の内訳を示しております。 

 その主なものは、７の分担金及び負担金

が、公共事業の追加等に係るもので1,700万

円、次に、経済対策に伴う――９の国庫支出

金ですけれども、基金の創設積み増しに伴う

もので約86億6,000万円、さらに、その基金

からの繰入金として約３億7,000万円、13の

繰越金が11億9,000万円、15の県債は約１億

4,000万円となっております。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 ４ページから５ページにかけて、歳出予算

の内訳を示しております。 

 その主なものは、１の一般行政経費で約92

億円、２の投資的経費で約12億円となってお

ります。それぞれ説明欄に補正額に係る主な

事業を記載しております。 

 次に、６ページをお願いします。 

 地方債の補正の内訳ですが、６ページにつ

きましては、追加に伴うもので約２億3,000

万円、７ページにつきましては、変更に伴う

もので、補正前が約33億5,000万円から補正

後の約32億6,000万円と、約9,000万円の減額

となっております。先ほど歳入のところで御

説明しましたが、差し引き全体で約１億4,00
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0万円の増となります。 

 以上が11月補正予算の概要でございます。

よろしく御審議お願いいたします。 

 

○森浩二委員長 次に、関係課長から順次説

明をお願いします。 

 

○豊田人事課長 人事課でございます。 

 説明資料９ページの上段、債務負担行為設

定の人事課分、秘書事務委託業務の欄をごら

んください。 

 設定額１億1,369万円余は、平成22年度か

ら平成24年度までの３年間について、秘書事

務の民間委託を行うために債務負担行為を設

定するものでございます。 

 現在、副知事、教育長及び知事部局の各部

局長に正職員の秘書を配置しておりますが、

事務事業の見直しでありますとか、総人件費

抑制等の観点から見直しを行いまして、両副

知事秘書のうち、日程調整担当の２名、それ

から、教育長、各部局長の秘書９名、合わせ

て合計11名の秘書事務を民間委託に切りかえ

るものでございます。 

 そのため、新年度当初から委託を行うに当

たりまして、今年度中に秘書を派遣します民

間事業者からの企画提案公募によります業者

の選定や契約手続を完了させる必要があるこ

とから、今議会での債務負担行為の設定をお

願いするものでございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○松田管財課長 管財課でございます。資料

の９ページをお願いいたします。 

 財産管理費で1,920万円の減額補正をお願

いしております。 

 これは、説明欄にありますように、太陽光

発電設備増設事業で、工事請負費の実施設計

額確定による1,700万円減と設計委託の入札

残による220万円減、合計1,920万円を減額す

るものでございます。 

 なお、地域活性化・経済危機対策臨時交付

金を有効に使用し、執行残を出さないため、

770万円の財源更正をするものでございま

す。 

 また、アピール効果の高い県庁に設置する

太陽光発電施設については、熊本県新事業支

援調達制度の認定を受けている県内立地企

業、富士電機システムズ、ホンダソルテック

製のパネルを使用し、本県内の太陽光発電の

普及を広く県民にアピールすることにしまし

た。なお、設置工事については、一般競争入

札により発注いたします。 

 設置場所につきましては、行政棟本館南側

に隣接するサンクガーデンにホンダソルテッ

ク製40キロワット、南側駐車場の屋根に富士

電機システムズ製10キロワットの２カ所でご

ざいます。 

 管財課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 危機管

理・防災消防総室でございます。資料の10ペ

ージをお願いいたします。 

 まず、一般管理費でございますけれども、

説明欄をごらんいただきたいと思います。 

 危機管理対策費の全国瞬時警報システム整

備事業といたしまして、２億8,485万8,000円

の増額をお願いしているところでございま

す。 

 これは、国の経済危機対策に基づく補正予

算によりまして、緊急地震速報、津波警報、

弾道ミサイル情報等の緊急情報を県民に瞬時

に伝達するためのシステムの機器等を整備す

る市町村に対しまして助成を行うものでござ

います。財源は全額国庫でございます。 

 次に、防災総務費でございますけれども、

１億6,583万3,000円の増額をお願いしており

ます。説明欄をお願いいたします。 

 １の防災対策費といたしまして１億6,800

万円を計上しておりますが、その内訳でござ
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いますけれども、まず(1)防災消防ヘリコプ

ター管理運営費１億3,650万円でございま

す。これは防災消防ヘリコプターのエンジン

定期点検に伴う運航休止期間を短縮するため

の代替エンジンの購入費でございます。 

 次に(2)番でございます。防災・震度情報

システム管理費3,150万円でございますけれ

ども、これは、気象庁からの防災情報の配信

方法が変更されることに伴いまして、防災情

報ネットワークシステムを改修するための経

費でございます。 

 次に、大きい２番、防災・行政情報通信ネ

ットワーク整備事業の防災行政無線整備事業

といたしまして、216万7,000円の減額を計上

しております。 

 内訳といたしましては、無停電電源装置の

更新におきまして、更新箇所が減少したこと

に伴いまして678万4,000円の減額、それか

ら、衛星携帯電話の整備に係る461万7,000円

の増額でございます。 

 次に、消防指導費でございますけれども、

355万4,000円の増額をお願いいたしておりま

す。 

 １番の消防費の市町村等消防施設整備補助

の427万2,000円の減額についてでございます

けれども、消防用車両及び消防団拠点施設を

整備する市町村に対します補助におきまし

て、申請が予定を下回ったことに伴いまして

執行残を減額するものでございます。 

 ２番目の消防学校費の消防学校施設整備費

782万6,000円についてですが、消防学校にお

きまして、老朽化などによりまして教育訓練

に支障を来しております資機材を、全額国庫

によりまして緊急に整備するための経費でご

ざいます。 

 以上、補正といたしまして総額４億5,424

万5,000円の増額をお願いしているところで

ございます。 

 続きまして、資料の11ページをお願いした

いと思います。 

 繰越明許費でございますけれども、防災総

務費のうち５億3,100万円を平成22年度へ繰

り越すものでございます。 

 内訳といたしましては、震度情報ネットワ

ークシステム整備事業が３億6,200万円余で

ございます。それから、防災消防ヘリコプタ

ー管理運営費が１億3,600万円余でございま

す。それから、防災・震度情報システム管理

費が3,100万円余でございます。 

 繰り越しの理由といたしましては、まず震

度情報ネットワークシステム整備事業につき

ましては、計測震度計の設置場所に係ります

気象庁、それから市町村との協議に時間を要

しまして、年度内の完成が困難となったため

でございます。 

 ２番目の防災消防ヘリコプター管理運営費

につきましては、防災消防ヘリコプターのエ

ンジン整備におきまして、エンジンの納入に

時間を要するためでございます。 

 ３番目の防災・震度情報システム管理費に

つきましては、気象庁からの防災情報の配信

工法変更に係ります仕様等の通知が若干おく

れておりまして、年度内の完成が困難となっ

たためでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。資料の11ページを

お願いします。 

 社会福祉施設費でございますが、96万1,00

0円の増額をお願いしております。 

 これは厚生労働省所管の平成20年度婦人保

護関係国庫補助金の精算に伴う国庫支出金返

納金でございます。一時保護の件数等が国庫

補助更新申請時の見込みよりも少なかったた

めに、受け入れた国庫の一部を返納するもの

でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 
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○濱名広報課長 広報課でございます。説明

資料の13ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定について、平成22年度

に2,520万円余を限度額として計上しており

ます。 

 これは広報誌制作の委託料でございます。

年度当初から発行する必要があり、契約締結

まで期間を要するため、債務負担行為の設定

をお願いしております。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 

○小林地域政策課長 地域政策課でございま

す。資料の15ページ、上段をお願いいたしま

す。 

 計画調査費として16万6,000円の減額補正

をお願いいたしております。 

 これは新幹線元年戦略推進事業でございま

すが、６月の補正予算でお願いいたしました

国の経済対策に伴う臨時交付金に係る事業で

ございまして、他の事業へ活用するため、事

業費が確定いたしました経費のうち16万6,00

0円の減額をお願いするものでございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○松永情報企画課長 情報企画課でございま

す。15ページの中段をお願いいたします。 

 計画調査費としまして２億3,000万円の減

額補正をお願いしております。 

 これは、説明欄に記載しておりますとお

り、熊本県総合行政ネットワーク管理運営事

業に係る通信機器の入札残でございます。 

 次に、下段をお願いいたします。 

 計画調査費としまして13億8,200万円の繰

越明許費の設定をお願いしております。 

 これは市町村が実施します携帯電話基地局

整備事業に対して補助を行うものでございま

すが、現在国の交付決定待ちの状態にあるた

め、年度内に事業が終了しない可能性がある

ため、繰越明許の設定をお願いするものでご

ざいます。 

 続きまして、16ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございますが、これ

は、熊本県総合行政ネットワーク等の管理、

運営に係る平成22年度の業務委託につきまし

て、年度内に契約事務を行う必要があるた

め、債務負担行為の設定をお願いするもので

ございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○山野文化企画課長 文化企画課でございま

す。資料の17ページをお願いいたします。 

 619万円余の補正をお願いいたしておりま

すが、これは、説明欄の県立劇場施設整備費

(1)にございますように、県立劇場音響関係

機器の整備に要する経費でございます。音響

機器の老朽化に伴いまして、音響卓、それか

らワイヤレスマイク等の機器の整備を緊急に

行うための経費でございます。 

 また、このほか財源更正をお願いしており

ますが、これは、執行残になると見込まれま

す額を、国の支出金から一般財源に振りかえ

ることで、国からの交付金を有効に活用する

ためのものでございまして、事業内容には変

更はございません。 

 次に、繰越明許費の設定についてでござい

ます。 

 県立劇場施設整備事業費2,800万円をお願

いしております。 

 これは、県立劇場コンサートホール客席の

バリアフリー改修等に係りますもので、関係

機関との調整や工法の検討等に期間を要した

結果、年度内の施工が難しく、繰り越しをお

願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○髙田交通対策総室長 交通対策総室でござ
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います。お手元の資料の17ページの下段をお

願いいたします。 

 計画調査費でございますけれども、６月の

補正予算でお願いをいたしました阿蘇くまも

と空港のキャラクターを活用した新たな県産

品づくり推進事業の経費のうち、事業が確定

いたしました10万円につきまして減額をお願

いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○清田管理調達課長 管理調達課でございま

す。資料の19ページをお願いいたします。 

 債務負担行為でございますけれども、これ

は、県の各機関において契約する共通的な４

つの業務につきまして、当課において取りま

とめて設定をお願いしているものでございま

す。 

 また、これらは、来年４月から役務の提携

を受けるもののうち、早期に入札手続を進め

る必要がある案件について、11月補正予算に

おきまして審議をお願いするものでございま

す。 

 まず、給食業務でございますけれども、全

部で５件、限度額5,800万円余の設定をお願

いしております。主な内容といたしまして

は、警察学校の給食賄いに係る業務委託等で

ございます。 

 続きまして、20ページをお願いいたしま

す。 

 県有施設等管理業務でございますが、全部

で101件、限度額25億700万円余の設定をお願

いしております。主な内容といたしまして

は、庁舎清掃や警備に係る業務委託等でござ

います。 

 次に、情報処理関連業務でございますが、

全部で38件、限度額15億2,000万円余の設定

をお願いしております。主な内容といたしま

しては、情報システムの運用に係る業務委託

等でございます。 

 最後に、事務機器等賃借でございますが、

全部で86件、限度額11億2,400万円余の設定

をお願いしております。主な内容といたしま

しては、情報システム関連機器等のリースで

ございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○森浩二委員長 次に、条例に入ります。 

 

○豊田人事課長 人事課でございます。 

 条例改正につきまして、議案第８号から10

号までを一括して説明させていただきます。 

 資料21ページからの第８号議案熊本県議会

の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正する条例案につき

まして、22ページの条例改正の概要で御説明

いたします。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、平成19年に雇用保険法等の一部を改正す

る法律が施行されましたことに伴いまして、

地方公務員災害補償法の一部改正が行われま

したことから、関係規定の整備を行うもので

ございます。 

 ２の改正内容でございますが、非常勤職員

であります船員に係ります業務上及び通勤途

上で発生した災害につきましては、これまで

船員保険法による補償の対象とされておりま

したが、今回の法律の改正により補償の対象

から外れたために、本条例による補償の対象

とする必要が生じましたので、関係規定の整

備を行うものでございます。 

 施行期日は、平成22年１月１日からとして

おります。 

 次に、資料23ページからの第９号議案熊本

県職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の

一部を改正する条例案につきまして、30ペー

ジからの条例改正の概要で御説明させていた

だきます。 

 １の条例改正の趣旨でございますが、ま
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ず、ことし10月の人事委員会勧告におきまし

て、勤務時間を１週間当たり現行の40時間か

ら38時間45分に、１日につきまして、現行の

８時間を７時間45分に改定するよう勧告がな

されたことに伴いまして、必要な措置を講ず

るものでございます。 

 また、労働基準法の改正が平成20年12月12

日に公布されておりますが、これに伴いまし

て平成22年４月１日から施行されることに伴

いまして、改正内容のうち時間外勤務手当の

割り増し賃金率の引き上げなど、地方公務員

にも適用となる事項について所要の改正を行

うものでございます。 

 ２の主な改正内容についてでございます

が、(1)にありますとおり、人事委員会勧告

どおり、職員の勤務時間を１週間当たり38時

間45分に、１日につきまして７時間45分に短

縮することとしまして、関係規定を整備する

こととしております。 

 具体的には、１日の勤務時間が15分間短縮

されますことから、就業時間を現在の17時30

分から17時15分へ短縮する方向で予定してお

ります。 

 次に、(2)の労働基準法の改正を踏まえま

した関係規定の整備でございますが、説明資

料は逆になりますが、31ページの上段イにあ

りますように、労基法の改正に伴いまして、

まず、月に60時間を超えます時間外勤務に係

ります時間外勤務手当の支給割合を、現行が

100分の125でございますが、これを100分の1

50に引き上げるというのが第１点でございま

す。 

 それから、第２点でございますが、30ペー

ジの下の段(2)のアにありますが、それに伴

いまして月に60時間を超える時間外勤務に係

ります時間外勤務手当の支給割合、先ほど申

しましたように、100分の150と本来の支給割

合100分の125との差額分の手当の支給にかえ

まして、正規の勤務時間においても勤務する

ことを要しない日または時間外勤務――代休

時間と規定しておりますが、を指定すること

ができる制度を新設するものでございます。 

 具体的には、例えば月80時間の時間外勤務

をした場合は、80から60を引いた20時間につ

きまして、その割り増し分0.25を掛けまして

５時間を代休時間ということで、職員は、割

り増し賃金をもらうか、この代休時間を指定

するか、どちらかを選択できるということに

なります。 

 施行日は、平成22年４月１日からとしてお

ります。 

 最後に、説明資料32ページからの熊本県知

事の権限に属する事務処理の特例に関する条

例の一部を改正する条例の制定についてでご

ざいます。 

 これにつきましては、37ページの条例改正

の概要で御説明いたします。 

 まず、１の条例改正の趣旨でございます

が、これは、県の権限を市町村に権限移譲す

るということと、それから、来年３月23日の

熊本市と城南町、植木町の合併に伴いまし

て、関係規定を整備するというものでござい

ます。 

 ２の主な改正内容でございますが、まず

(1)でございますが、今回市町村との事務移

譲の協議が調いました12法令106項目の事務

につきまして、新たにそれぞれ別表に掲げま

す市町村へ移譲することとしまして、別表を

改正するものでございます。別表①から次の

ページの⑪までございます。 

 移譲事務の概要と移譲する市町村名は表に

記載しているとおりでございますけれども、

このうち来年度新たに市町村へ移譲を行う事

務であります④旅券の申請受け付け及び交付

等に関します事務の移譲につきましては、こ

れは現在本庁及び地域振興局で行っておりま

す、いわゆるパスポートの申請受け付け及び

交付等に関します事務を市町村に移譲するも

のでございます。 

 今回は、協議の調いました天草地域の３市
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町――全市町ですね。それから、人吉、球磨

郡の10市町村、計13団体に移譲するものでご

ざいます。 

 次に、38ページの上の(2)でございます

が、これは、熊本市と城南町及び植木町の合

併に伴いまして、現在別表中に城南町及び植

木町に権限移譲しているところにつきまし

て、規定の整備、いわゆる町名を削除すると

いうことでございます。 

 以上が主な改正内容でございます。 

 ３の施行期日でございますが、平成22年４

月１日から施行することとしておりますが、

ただ、旅券法に基づきます事務の移譲につき

ましては、移譲を受けます市町村の受け入れ

準備等が整うのを待って移譲することとして

おりまして、天草市につきましては来年の２

月１日から、人吉ほか９市町村につきまして

は来年の６月１日から、それから、苓北町に

つきましては10月１日からとしております。 

 また、熊本市と城南町、植木町の合併に伴

います関係規定の整理に関する規定につきま

しては、合併日であります平成22年３月23日

から施行することとしております。 

 人事課の説明は以上でございます。御審議

よろしくお願いいたします。 

 

○楢木野市町村総室長 説明資料39ページか

らの第12号議案熊本市と下益城郡城南町との

合併及び熊本市と鹿本郡植木町との合併に伴

う関係条例の整理に関する条例の制定につい

て、説明は、資料の44ページに概要をまとめ

ておりますので、そちらでさせていただきた

いと思います。 

 平成22年３月23日の熊本市と下益城郡城南

町、鹿本郡植木町との合併に伴い、改正が必

要になります条例のうち、単純な文言や政策

的判断を伴わない内容の整理をする９つの条

例を一括して本条例で改正するものでござい

ます。 

 本条例で改正する９条例の主な内容は、そ

この２の主な改正内容のところに記載してあ

ります。 

 (1)のア、熊本県家畜保健衛生所条例は、

その位置を下益城郡城南町から熊本市に改め

る改正でございます。同じく(1)のイ、熊本

県福祉事務所設置条例は、植木町の熊本市へ

の編入により鹿本郡が消滅することに伴い、

熊本県鹿本福祉事務所の項を削る改正でござ

います。ウの熊本県保健所条例は、管轄区域

の変更に伴い、鹿本郡を削る改正でございま

す。 

 以下、エ、オ、カ、それぞれの条例で、城

南町あるいは鹿本郡植木町等を削る条例改正

を行っています。 

 (2)の熊本県家畜保健衛生所条例、熊本県

地域振興局設置条例、熊本県熊本県税事務所

設置条例、熊本県熊本農政事務所設置条例

は、合併前の城南町及び植木町に係る処分の

効力及び申請等の取り扱いについて経過措置

を設けるものです。 

 (3)の熊本県地域振興局設置条例、熊本県

熊本土木事務所設置条例は、合併後の熊本市

の区域のうち、合併前の植木町及び城南町に

係る土木に関する事務について、引き続き従

前の地域振興局で所管する経過措置を設ける

ものです。 

 この土木関係業務につきましては、平成24

年４月から熊本市が政令市に移行しますと、

法令により道路関係事務が県から熊本市に移

管されることになり、また、今後の県と市の

協議次第ではございますけれども、河川関係

事務などについても幅広く熊本市へ移譲され

る可能性があります。 

 そのため、関係規定どおり業務の所管を移

した場合に、熊本市が政令市になるまでの約

２年間という短い期間に２度も所管を変更す

ることになり、住民サービスの観点からも好

ましくないと考えられるため、このような経

過措置にしております。 

 なお、全体の施行期日は平成22年３月23日
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です。 

 説明は以上です。よろしく御審議お願いい

たします。 

 

○田嶋財政課長 財政課でございます。資料

の45ページをお願いします。 

 議案第20号当せん金付証票の発売について

でございますが、いわゆる宝くじでございま

して、同法第４条の規定によりまして、議会

の議決をいただいた上で総務大臣に発売許可

の申請をする必要がございます。このため、

来年度に県が発売いたします宝くじの発売限

度額を175億円以内とすることにつきまし

て、議決をお願いするものです。 

 この金額につきましては、本年度までの発

売状況、ここ５年間は150億円前後で推移し

ておりますが、それを勘案しまして設定して

おります。 

 以上、御審議お願いします。 

 

○森浩二委員長 次に、報告を受けます。 

 

○佐藤税務課長 税務課でございます。資料

の46ページをお願いいたします。 

 報告第１号専決処分の報告についてであり

まして、職員の交通事故による専決処分の報

告でございます。内容は、47ページの概要の

方で御説明をいたします。 

 ことし１月14日に、球磨地域振興局税務課

の職員が、人吉市内の銀行駐車場において、

公用車を駐車場から後進で出庫する際に、駐

車中の車両に接触したものでございます。 

 この事故により、公用車及び相手側車両を

損傷するとともに、相手側車両の同乗者が右

大腿部打撲等の負傷を負われ、物損及び人身

事故として処理されました。 

 この事故は、職員に全面的な注意義務違反

が認められることから、双方の過失割合は、

県側10、相手側ゼロと判断されまして、相手

側の損害額全額を県加入の保険から賠償する

ことで和解が調い、本年11月４日に和解及び

損害賠償額の決定について専決処分を行った

ものでございます。 

 今回の事故は、職員の注意不足によるもの

であります。これまでも機会あるごとに交通

事故防止の指導を徹底してきたところでござ

いますが、法令を遵守すべき義務と責任を持

っております公務員といたしまして、交通法

規を遵守し、事故の再発防止に努めるよう、

機会があるごとに指導の徹底を図っていると

ころでございます。 

 税務課は以上でございます。よろしく御審

議をお願いいたします。 

 

○森浩二委員長 以上で執行部の説明が終了

しましたので、議案等について質疑を受けた

いと思います。質疑はありませんか。 

 

○大西一史委員 まずは10ページの危機管

理・防災消防総室の予算で、全国瞬時警報シ

ステム整備事業ですけれども、これについて

は全額国費であるということで、経済対策と

いうこともあろうかというふうに思います。

ただ、過去にいろいろ、例の北朝鮮からのミ

サイル騒動のときも、なかなかシステムがき

ちっと動かなかったというような、そういっ

たこともあって、警報システム整備自体が、

これだけ整備しても、本当にどういう形で県

民の皆様にきちっとした形での情報伝達がで

きるのかというのが、ちょっといま一つよく

わからぬ部分があります。 

 そこで、その辺の運用を、じゃあどういう

ふうにしていくのかということも含めて、ち

ょっと概要を御説明いただきたいのが１つ

と、それと、その後の維持費あたりは、当然

これは国が持ってくれるわけではなかろうと

いうふうに思いますが、その辺がどうなって

いるのかというのがこの全国瞬時警報システ

ム整備事業に対しての２点目のお尋ねです。 

 それと、もう続けて、その下の防災総務費
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の防災対策費のところのヘリコプター管理運

営費なんですけれども、これは代替エンジン

を購入されるということでありますけれど

も、これはやっぱり運航休止ということで、

毎回ずっとやっていかなきゃいけないような

ものなのかどうなのかということ。 

 それともう一つは、衛星携帯電話の整備と

いうのが461万7,000円ということですけれど

も、これは、大体１台当たりのコストという

のがどのくらいで、月大体どのくらい経費が

かかるのかと。かなり衛星携帯電話というの

はお金がかかるというふうに思いますけれど

も、その辺を教えていただきたいと思いま

す。ちょっとまとめてですけれども。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 ４点ほど

御質問がございましたけれども、まず全国瞬

時警報システム整備でございます。 

 Ｊアラートという略称がございますけれど

も、今回、全国一斉に全市町村で整備すると

いうことで、全額国費で整備されることにな

りました。御承知のとおりですけれども、整

備の方法といたしましては、基本は、住民に

直ちに情報が伝わるということが基本でござ

いますので、市町村で受信をいたしまして、

それを同報無線とか市町村で整備していると

ころがございますところにつきましては、自

動起動装置というのをセットいたしまして、

国からの通知を瞬時にといいますか、国から

の通知が２～３秒以内で参りまして、23秒以

内ぐらいでは同報無線で周知できるという形

になります。それが県下では32市町村でござ

います。 

 あと13の市町村がございますけれども、そ

ちらは同報無線とかの整備がまだ直接できて

いないところ等がございまして、そちらの方

は、情報を受けました後、例えば区長さんと

か消防団長さんとか、そういった方に御連絡

を電話ですぐするとか、それから広報車で回

るとか、そういった形で住民の方に伝達する

という形になります。 

 それから、維持費でございますけれども、

維持費の方はやっぱり市町村負担という形で

国の方からは言われているところでございま

す。 

 それから、３点目のヘリのエンジン整備で

ございますけれども、今回の整備につきまし

ては、3,500時間というのが平成23年の10月

ごろに運航時間が到達いたしまして、そのと

きに、ヘリにはエンジンを２基積んでおりま

すけれども、２基のエンジンをオーバーホー

ルしなければいけないということで、毎回と

いうことではございません。3,500時間に達

したときの今回のは点検でございます。 

 ヘリには600時間点検でありますとか、点

検が、毎年点検もございますし、時間点検と

期間の点検というのがございまして、今回の

は3,500時間点検ということでございます。 

 それから、４点目の衛星携帯につきまして

は、１台……済みません、明確にちょっと今

手元にございませんけれども、70万程度にな

るかと思いますけれども、その程度の金額に

なります。今回は、６台ほど、６カ所で整備

したいと思っております。 

 済みません、以上でございます。 

 

○大西一史委員 まず最初の全国瞬時警報シ

ステム整備、Ｊアラートなんですけれども、

その13市町村は、結局デジタルではなくアナ

ログで周知するというようなことで、相当対

応に差が出るんじゃないですかね。そういう

ところは、順次、何かそういうような整備を

するとかということはあるんですか。熊本市

あたりは、当然同報のそういう無線みたいな

ものはないですよね。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 そうです

ね。 

 

○大西一史委員 そういった場合、報道機関
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とか、そういうところとの連携というのは当

然あるわけでしょう。どうなんですかね。 

 それと、維持費が、当然地元で今後は負担

しなきゃいけないという話だけれども、それ

が大体毎年どのぐらい見込まれるのかという

ことですけれども、それは幾らぐらいかとい

うことですよね。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 報道機関

につきましては、国の方から直接的に…… 

 

○大西一史委員 いや、報道機関というより

は、13市町村に対する対応がこのままでいい

のかどうかという認識なんですけれども。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 自動で流

せるような形が望ましいわけですけれども、

それにつきましては、同報系の無線等を整備

したりするには相当な金額がかかるものです

から、順次早目に整備していただきたいとい

うところは、私どもも市町村にはお願いして

いるところでございますけれども、なかなか

すぐにという状況にはちょっとならないかな

と思っております。いずれにしましても、急

いで整備していただくようなお願いはしてい

るところでございます。 

 維持費につきましては、定期点検料という

ことが出てきますけれども、金額的には……

ちょっと待ってください。済みません、ちょ

っと手元に資料がございませんので、そんな

にはかからないかと思いますけれども、申し

わけございません。 

 

○大西一史委員 議案に上がっている以上

は、ある程度お答えいただかないといかぬな

と思います。もちろん、維持費に関しては上

がっていませんから、それは今回ここで細か

い数字は要りませんけれども、大体やっぱり

こういうものを国のお金で整備するとはい

え、その後の運用というのは当然都道府県で

しっかりやっていかないかぬと。まあ、使え

るものはしっかり使っていこうということだ

けれども、やっぱりそれも全市町村カバーで

きないシステムですよね、これは、結局言っ

てみれば。だから、それに対しての今後の維

持費というのもどんどんかかっていくという

中で、運用面でも、13市町村がどういうふう

に今後、そういう同報無線というか、そうい

ったものは全部は私は到底できないんじゃな

いかなというふうに思いますが、だったら、

その市町村との運用の仕方をしっかり検討し

ていただかなければならないだろうというふ

うに思います。 

 それから、代替エンジンの購入、防災消防

ヘリについては、大体こういうことだろうと

いうふうに思いますが、やっぱりとめるわけ

にはいかないということがありますので、こ

れに対するコストはある程度はやむを得ぬか

なというふうに思いますが、これはどのくら

いでかえているのかなというのがちょっと私

わからぬだったものですから、それでお尋ね

をしたということです。 

 もう一つの衛星携帯電話の整備について、

１台当たりのコストがよくわからないという

のは、やっぱりこれはどうだろうと思います

ね。461万7,000円で６カ所、６台ということ

で、大体70万円ぐらいというような話ですけ

れども、そんなに額がものすごく大きいとい

うわけじゃなくても、やはりそのくらいの細

かい説明ができるようになっといていただか

ないと、ただでさえ国の方の事業仕分けでき

ゃんきゃんきゃんきゃんやって、あなたたち

はちゃんとやっとるのかと私たちはやっぱり

言われている中で、そうやって予算を審議し

ているわけですから、その辺はもう少し――

これは後できちっと教えてください。 

 

○若杉危機管理・防災消防総室長 わかりま

した。 
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○大西一史委員 ただ、６台、６カ所整備す

るということですから、当然70万円ぐらいを

割ってしまえば大体そんなものかなというよ

うな感じだろうというふうに思いますけれど

も、そういったことをきちっと提示していた

だかないと困るということは申し上げておき

ます。 

 以上です。 

 

○森浩二委員長 ほかにありますか。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど部長の方から冒頭の

ごあいさつがありまして、その中でも触れら

れております不正経理という、経理処理の問

題で、マスコミでは不正経理というふうに…

… 

 

○森浩二委員長 鬼海委員、後でこれは、議

案の後に説明をしますので。 

 

○大西一史委員 予算のことで、17ページ、

文化企画課にお尋ねします。 

 県立劇場の施設整備費、これは上がってい

ますけれども、それと、その下の繰り越し分

もありますけれども、実は県立劇場は、私、

先日行ってきたんですけれども、演劇ホール

のステージが割れているというか、ひびが入

って、目張りをしてあるのは、課長御存じで

すかね。 

 

○山野文化企画課長 文化企画課でございま

す。 

 大西委員、今、御指摘になられました演劇

ホールにつきましては、せりと舞台の部分

が、若干すき間といいますか、段差といいま

すか、そういうものができておるのは存じて

おります。早急に対応したいと思っておりま

すけれども、今は応急的にいろんな、シート

を敷いたり、そういったことで事故等がない

ように対応いたしておるところでございま

す。 

 

○大西一史委員 ということは、じゃあこれ

は、この整備費の中で、繰り越しも含めて、

いつごろまでに整備されるということですか

ね。 

 

○山野文化企画課長 演劇ホールの整備につ

きましては、これからの施工になろうかと思

いますけれども、今のところ、明確にいつと

いうことは、ちょっとまだ申し上げる時点ま

で煮詰まっておりません。 

 

○大西一史委員 ということは、この予算の

中には入ってないということですね。 

 

○山野文化企画課長 はい、入っておりませ

ん。 

 

○大西一史委員 じゃあ委員長、要望してお

きますけれども、やっぱり非常に危ないと思

いました。私も現場に行って、出演をされる

方からたまたまお話を聞いたので、あそこで

やっぱりスピーチしたりする機会があります

から、ちょっと見に行ったんですね、どこだ

ろうと思って。見に行ったら、きれいにガム

テープで張ってありましたけれども、あれは

やっぱりあの状態でいつまでもというのはど

うなんだろうなというのは、ちょっと正直言

って、施設の管理上もあんまり好ましくない

と。お金もない中でのあれでしょうから、お

金がかかることかもしれませんけれども、そ

の辺はやっぱりちゃんと新年度あたりにすぐ

整備をしていただかなきゃいかぬというふう

に思うんですが、そういった予算要求という

のは、今現在やっておられるということで認

識してよろしいんですかね。 

 

○山野文化企画課長 実は県立劇場につきま

しては、御承知のとおり、昭和57年に建築を
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いたしておりまして、あちこちにかなり老朽

化といいますか、そういったものが出てきて

おります。 

 その中で、やはり優先順位をつけて改修を

やっていくべきだということで、一番やはり

今、最優先なのは、空調関係ではなかろうか

ということで、空調関係を第１番目にという

ことで考えております。その次ぐらいに、今

おっしゃった演劇ホールの舞台のせりのすき

間の改修あたりが来るのではなかろうかとい

うふうに思っております。 

 あちこちにいろんな意味での不具合が出て

きておりますので、単年度に一遍にやるとい

うのはなかなか今の財政状況からすると厳し

ゅうございますので、計画的にその辺は緊急

度の高いものから順次進めてまいりたいとい

うふうに考えております。 

 

○大西一史委員 ということは、予算要求は

来年もできないということですか。 

 

○山野文化企画課長 今申し上げましたよう

に、やはり緊急度が一番高いのは冷暖房だろ

うと思いますので、冷暖房を最優先にという

ことで今のところ考えております。 

 

○大西一史委員 だから、するのかしないの

かなんですけれども、やらない。 

 

○山野文化企画課長 来年度以降になろうか

と思っております。 

 

○大西一史委員 じゃあ、要望しておきま

す。できるだけ来年度中に、ああいうものは

みっともないですからね。いろんな出演者も

出られる中で、しかも危険があってはいけな

いというふうに思います。あれで転んだり、

いろいろ出てくるんじゃないかなと私は個人

的には思います。今張ってあるから何とかで

すね。でも、ガムテープですよ。天下の県立

劇場がガムテープで目張りしてあるというの

もいかがなものかなというのは、私は個人的

に思いますね。 

 だから、空調も、それはそれで大事だろう

というふうに思いますし、それはやらないか

ぬところはいっぱい出てくると思います。だ

けれども、やっぱり今優先順位も含めて――

あれを全部やりかえるということではないだ

ろうと私は思うんですよね、ステージ全部を

ですね。ということを考えれば、その辺の予

算措置もぜひ考えていただくように。きょう

は財政課長もおられますから、その辺も含め

て御認識をいただきたいということでお願い

を申し上げておきます。 

 とりあえず、以上です。 

 

○内野幸喜委員 ９ページをお願いしたいん

ですが、この中で、秘書の事務委託業務を民

間委託ということで11名。今までプロパーの

職員の方が秘書をやっていらっしゃったと思

うんですが、今回民間委託ということで、そ

もそもプロパーの職員ではなくてもよかった

ということなんですかね。 

 それからもう１点、今11名ということなん

ですが、これからさらにふえることはあるの

かということと、この11名でどれぐらい経費

が節減できるのかということをちょっとお伺

いしたいと思います。 

 

○豊田人事課長 今回、先ほど申しましたよ

うに、11名ということでございますが、今ま

で正職員を置きまして、秘書業務とあわせて

他の業務もしておったわけでございますが、

日程調整等につきまして、財政再建戦略の中

で事務のあり方の見直しとか、そういうこと

をする中で、この日程業務その他については

民間委託をする方向で今回見直しを行ったと

いうことでございます。 

 秘書につきましては、基本的に11名とし

て、これ以上この秘書業務について広げると
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いうことは考えておりません。 

 それから、経費でございますが、概算でご

ざいますけれども、11名民間委託にすること

によって、年間2,000万程度の節減効果とい

うことを見込んでおるところでございます。 

 

○内野幸喜委員 わかりました。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○大西一史委員 あと、じゃあちょっと議案

に関係するところでいいですか。 

 15ページ、情報企画課にお尋ねです。 

 これはもう減額ということで、総合行政ネ

ットワーク管理運営事業ということでの減額

ですから、ある程度そういう入札による減額

ということなんだろうと思いますが、ただ、

電子県庁、電子申請等々が、いろいろ今、利

便性が高まっているはずだと思うんですが、

先日、これは新聞にも載っておりましたけれ

ども、国の、要はシステムに接続できないと

いう、熊本を含む37道府県が、電子政府の車

庫証明であるとか納税手続であるとか、こう

いったシステムに利用ができないのに負担金

を支払っておるというニュースが出ましたけ

れども、これについてはどういうふうにお考

えなんですかね。今後どういうふうにやって

いこうと。 

 というのが、これは税務課の方のコメント

では、政府の動向を見守るしかないというよ

うなことで、国の動向も、これはどうなるか

ということであろうかというふうに思います

が、要は、この機器に接続するためには、国

のシステムに接続するためには、県で新たな

システムを開発しなければ接続できないよう

な仕組みにどうもなっているということで、

億単位の費用がかかるというようなことで、

決算委員会でもこれは問題になっているとい

うような話なんですが、どうされるおつもり

なのかをちょっとお聞かせいただきたいんで

すけれども。 

 

○松永情報企画課長 ただいま、今回、国の

事業仕分けで電子申請システムが見直しの対

象になっているという御指摘でございますけ

れども、本県におきましては、平成13年に国

のe-Japan戦略というものが出されまして、

その後、平成15年に県と市町村が電子自治体

共同運営協議会というものを設立いたしまし

て、電子申請システムの開発、運用を進めて

きたところでございますけれども、今年度の

補正予算等でもブロードバンドの整備も進み

まして、電子申請を利活用できる環境が整い

つつある中で、本県におきましては、申請件

数の方も、当初は3,000件程度にとどまって

おりましたけれども、昨年は３万6,000件と

いうことで、今年度も大体昨年度を上回るペ

ースで実績が上がってきておりますので、今

後も多様なライフスタイルに対応できる電子

申請サービスというのは、県民に提供してい

くことは必要ではないかというふうに考えて

おります。 

 現在、先ほど申し上げました協議会の方で

検討を進めておりますけれども、システムの

運用に当たりましては、市町村と連携しなが

ら、利用者の利便性の向上であるとか、コス

トの一層の縮減に取り組んでまいりたいとい

うふうに考えているところでございます。 

 

○大西一史委員 答弁がありましたけれど

も、ただ、年間使われないものに対して、や

っぱり1,000万円も予算をつけていく。これ

は経費ですね。報道でしか私はちょっと、ご

めんなさい、わかっていないんですけれど

も、ちょっと当初の予算書を全部私が確認し

たわけじゃないのであれなんですが、当然こ

ういったものは将来的には利用できるものだ

と思って1,000万円なりなんなり、これまで

４年間で約4,000万円をも県と県警が支出済
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みというようなことで、報道でもそうやって

指摘されているわけですよね。 

 ということで、今後どういうふうにやって

いかれるおつもりかですよね。だから、この

支出をまた新年度も計上――当然、今予算査

定の状況ですから、されているんだろうとい

うふうに思いますが、どうなんですかね。 

 

○松永情報企画課長 申しわけございませ

ん。今ちょっと私が申し上げましたのは、県

と市町村で独立してやっております電子申請

システムの件について申し上げたわけでござ

いますけれども、先生の御指摘は車庫証明、

納税等の…… 

 

○大西一史委員 それだけに限らずという話

で僕は今答弁を聞いていましたけれども、そ

ういう意味も含めてたから、当然今の答弁は

答弁で受けとめていいんですが、それと別

に、今報道でも問題となったものに対してで

すよね。 

 だから、電子申請は、3,000件から３万7,0

00件ぐらいにふえていると。そして、どんど

んどんどんふえていっているよということ

は、これは評価できることだろうというふう

に思いますし、私も、電子県庁を進めろとず

っと言ってきたわけですよね。だけど、これ

は、やっぱり利便性が高まって、利用がふえ

ないと何もならないと。ところが、一方で

は、こういう国のシステムがいろんな面で不

都合が生じているということは、これはなか

なかおかしいことではないかなと、そういう

ことでございますけれどもね。 

 

○松永情報企画課長 年間4,000万の負担の

方につきましては…… 

 

○大西一史委員 年間じゃない、４年間。 

 

○松永情報企画課長 私どもではございませ

んで、税務課の方でございますので、申しわ

けございません。 

 

○大西一史委員 じゃあ、税務課長にお願い

します。 

 

○佐藤税務課長 新聞報道につきましては、

当課の方でお答えもしておりますので、電子

申請全般ということじゃない部分でお答えを

させていただきたいと思いますけれども、先

ほども話がありましたけれども、この自動車

に関しますワンストップサービス、通常ＯＳ

Ｓと言っていますけれども、これにつきまし

ては、自動車を登録する際に、関係する国と

か県、市町村の機関が幾つもあって、なかな

か御不自由があるという話があったために、

関係します印鑑証明については市町村役場、

法務局、車庫証明では警察、自動車税に関す

る申告につきましては自動車税事務所、県で

すが、あと最後に自動車の登録申請が運輸支

局という形で、それぞれ出向いていただいて

登録をしていただいているということなの

で、ワンストップサービス、１カ所で在宅等

で手続が終えられるようにということで、平

成12年に国の方で各省庁の連絡会議をつくり

まして、国民のためにそういう制度を地方も

含めて導入しようではないかという取り組み

になっております。 

 ですから、考え方としましては、そういう

国民、県民のための利便の向上ということで

ありますので、各都道府県ともそれに賛同い

たしまして、翌14年――先ほどe-Japanは平

成13年ということでしたけれども、このシス

テムにつきましては都道府県ＯＳＳシステム

検討会というのを平成14年に設置しまして、

全都道府県が賛同したということになりまし

たために、システム開発に３年、平成14年か

ら16年までかけております。 

 このシステムの開発につきましては、提唱

しました国の方が全額――25億円でしたけれ
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ども、負担いたしまして、16年にでき上がり

ますので、最後の16年には、それを活用する

都道府県の方で都道府県税務協議会、都道府

県の連絡の会議を設け、また、車庫証明の関

係がありますから、警察関係では同じように

ＯＳＳの推進警察協議会というのをやはり全

都道府県で設置…… 

 

○大西一史委員 課長、済みません、もう私

はシンプルに聞いているのは、今後どうしま

すかという話なので、大体経緯については私

もわかっているつもりなんですけれども、た

だ、やっぱり今後これを支出し続けていくの

かどうなのかということですね。そこです

が。 

 

○佐藤税務課長 それで、ちょっと御説明が

長引いておりまして申しわけなかったんです

けれども、その17年から先行します東京とか

神奈川とかが始めましたけれども、システム

の設置に同意いたしました上は、それを動か

すための機器類の設置が東京の方で今なされ

ているんですけれども、稼働する都道府県だ

けが負担するのではなく、全都道府県が負担

するという仕組みになっておりまして、今回

の御指摘があっています分については、その

機器の都道府県の負担分を５年で今支払いを

続けているところであります。17、18、19、

20、21と５年来ていますけれども、22年につ

いても、サービスを提供している部分、その

ハードの部分の負担金ですので、継続して支

払いをしていくというふうな形でおります。 

 なお、このシステムにつきましての本県で

の稼働予定につきまして、ちょっと補足的に

話をさせていただいてよろしいでしょうか。 

 これにつきましては、片方でこれを動かす

ためには、電子納付の県のシステムあるいは

都道府県すべてにおいてなんですけれども、

それが必要でありまして、マルチペイメント

ネットワークというふうなシステムになって

おりますけれども、申請と経費の支払い、税

金とか車庫証明の手数料の支払い、そういっ

たものを県の方の会計のシステムの中で受け

入れてもらえるようなシステムづくりが必要

であります。 

 それの方が、本県の場合は、平成21年の３

月に完成いたしました。ですから、最速の場

合でも、ことしの４月から税の方も準備して

おけば動かすことができましたけれども、実

はこのシステムにつきましては、最も導入効

果があります新車の登録、先ほど言いました

４つの関係機関との利便性が高まります新車

の登録から全国的に始まっております。 

 ところが、新聞にも載っておりましたけれ

ども、その割合が８％とか９％ぐらいなんで

すけれども、そのほかには、移転登録といい

まして、名義変更、あるいは抹消登録、ある

いは一番数が多いのは、皆さん方も陸運局と

一番関係が深い継続車検、これが半分以上あ

りまして、その残りの部分が80％以上を占め

ておりまして、どうも一番効果のあるところ

から始めたものの、残りのところがやっぱり

動かないとまずいぞということが、後に先行

的に利用した団体から話が出ましたために、

今ＯＳＳを動かしているところで、そういう

残りのシステムについても、これに変更をす

る、追加するという準備をしております。そ

れができ上がりますのが平成24年の３月とな

っております。 

 ですから、先ほど言いました、ことしの３

月にマルチペイメントネットワークというの

でお金の支払いができるようになって、それ

と一緒に動かしたとして、平成17年の試算で

は２億円ぐらいかかると言われておりました

けれども、２億円かけて動かしたところで、

そのまた３年後に、３年後というか、実際の

開発は１年とか２年後に新たな変更をするた

めにまた数億円かかるということでは、それ

こそ逆に税金のむだ遣いというふうな御指摘

も出てくるやに思われるために、各県とも―
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―先ほどありました先行しております10以外

のところにおいては、次の改修、ほとんどの

登録関係がそのシステムを使えますところを

ちょっと今待っているというような状態であ

ります。 

 御説明としては以上であります。 

 

○大西一史委員 ちょっと随分長くなってし

まってあれなんですけれども、要は、じゃあ

24年からしか使えないということですね、県

が恩恵を受けるとすれば、最短で。 

 

○佐藤税務課長 はい。 

 

○大西一史委員 なおかつ、これは、他県が

今先行してやっている分も、みんなが負担す

るものだから、それは出しているんですよと

いう理由づけというか、そういう仕組みにな

っているということですね。だから、つまり

これはずっと開発は、し続けるということで

いいんですね。 

 

○佐藤税務課長 本県分については、先ほど

言いました継続車検とか移転登録とか、まだ

その付近の仕様書が出てきておりませんので

取りかかっておりませんけれども、近年のう

ちにそれも含めて取り組んでいって、24年４

月にはこのシステムに参加したいという気持

ちは今持っております。 

 

○大西一史委員 じゃあ、24年４月の参加を

目標にして動いているということですね。 

 

○佐藤税務課長 はい。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○田代国広副委員長 今回も県債の変更や追

加がなされておりますが、県債の今の借り入

れ利率ですね。幾らぐらいで今借りられてお

りますか。 

 

○田嶋財政課長 例えば、今民間金融機関か

らの調達が多いわけですけれども、現段階で

はかなり金利が低下傾向にございまして、例

えば、10年債、10年後に返すやつが大体1.2

％、20年債が約２％前後で推移しておりま

す。 

 

○田代国広副委員長 大体予想範囲内のお答

えですけれども、今、各市町村で地方債を発

行するわけですけれども、利率ですね。大体

うちあたり３％以内というのが結構あるんで

すよ。この10％以内というのは、非現実的に

見えるんですよね。もうちょっと現実的に書

き方を変えるわけにはこれはいかぬのでしょ

うか。今の低金利時代にふさわしくないし、

この10％以内という書き方自体が、私ちょっ

と、何というか、緊張感といいますか、非現

実的な気がするんですよ。どう思われます

か。 

 

○田嶋財政課長 御指摘もごもっともでござ

います。これは従前からということでこのま

まにしておりましたけれども、現実的にこれ

が、ある意味では危険担保も含めて多目にし

ているということで、今現実から離れている

現状もございますので、副委員長からの指摘

も踏まえて検討させていただきたいと思いま

す。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○馬場成志委員 さっき内野委員の質問にも

ありましたが、秘書業務の委託ですが、機密

保持というのが場合によっては出てくるとい

うふうに思いますけれども、そういった部分

で、もう少し心配要らぬというような話を聞
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かせていただくか、あるいは他県で現実にど

こか施行されているところがあって、そうい

うところでトラブルなりなんなりあっていな

いかというようなことなり、何か聞かせてい

ただかぬと、ちょっと心配だなと。 

 

○豊田人事課長 今馬場委員がおっしゃった

守秘義務というのは、情報の保護であります

とか守秘義務ということは、秘書業務の中で

最も重要なことだと思っております。 

 そのため、先ほど業者の選定については企

画提案をするということで、その中でも、例

えばその業者について、個人情報の保護体制

を全国的に認定する制度がございますので、

そういう付与を受けているかとか、あと、そ

の会社の情報保護体制がどうかというのをち

ゃんと審査して選定を評価することにしてお

ります。 

 また、県と派遣業者の間での契約の中に

も、守秘義務について条項を盛り込みまし

て、また、派遣される職員と会社の間でも誓

約書を取り交わすというようなことも、そう

いうことで情報の保護も担保しているところ

でございます。 

 現在、本県以外に、埼玉でありますとか、

新潟、福井、滋賀、広島という形で５県で導

入されております。その他、民間の企業等に

も派遣しているところでございますけれど

も、現在、導入した県において、そういう問

題があったということは聞いておりません。

そこについては、十分留意していきたいと考

えております。 

 

○馬場成志委員 しっかりやってください。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑は――なけれ

ば、これで質疑を終了します。 

 ただいまから本委員会に付託されました議

案第１号、第８号から第10号まで、第12号及

び第20号について、一括して採決したいと思

いますが、御異議ございませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 異議なしと認め、一括して

採決いたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外５件は、原案のとおり可決

することに決定いたしました。 

 次に、付託されました請願を議題とし、こ

れについて審査を行います。 

 まず、請第31号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○佐藤税務課長 請願の第31号でございま

す。 

 第31号は、所得税法第56条の廃止を求める

ものでございます。 

 この請願の趣旨でございますが、所得税法

第56条は、中小企業事業者を支える家族従業

者の自家労賃を事業者の必要経費と認めてお

らず、女性の家族従業者の地位を認めない、

日本国憲法、男女共同参画の立場に反するも

のであるとして、同条項の廃止について、国

に対する意見書の提出を求められているもの

でございます。 

 この請願は、国の所管します所得税法に関

する事項でございますが、同法の第56条は、

個人事業主の所得計算におきまして、事業主

と生計を一にする配偶者やその家族の労務の

対価である自家労賃を必要経費に算入しない

規定となっております。 

 請願にあります所得の控除につきまして

は、特例といたしまして、所得税法の次の第

57条で規定されておりますので、あわせて御

説明を行わせていただきます。 

 こちらの方の特例では、いわゆる白色申告

を選択された場合は、請願にありますとお

り、配偶者は86万円、その他の親族は50万円
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を限度に、家族専従者の自家労賃を必要経費

として算入し、事業主の所得の控除が認めら

れております。 

 さらに、青色申告の場合は、正確な記帳と

帳簿書類の保存の義務があり、税務署長の承

認が必要となりますが、家族専従者の給与相

当額が事業主の必要経費として算入される取

り扱いとなっております。 

 このように、第57条では、必要経費として

認められる場合についての定めが設けられて

おります。 

 所得税につきましては、納税者みずから

が、法に従いまして所得と税額を正しく計算

し、申告するという自主申告納税の制度をと

っており、青色申告か白色申告かのそういう

申告方法につきましても、納税者がみずから

選択をして行うものであります。なお、国に

おきましては、青色申告制度の推進を図って

いるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 ただいまの説明に関して質

疑はありませんか。 

 

○馬場成志委員 今説明はよくわかりました

けれども、57条で青色にすれば、先ほどのこ

の請願の趣旨というのは、もう十分満たされ

ているという考え方はおかしくないですよ

な。 

 

○佐藤税務課長 当方ではそういうふうに考

えております。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。――なければ、これで質疑を終了いたし

ます。  

 次に、採決に入ります。 

 まず、請第31号についてはいかがいたしま

しょうか。 

  (「不採択」と呼ぶ者あり) 

○鬼海洋一委員 今馬場委員の方からそうい

う意見表明があって、課長の方からもそれを

補足する御意見がありましたが、そういう見

方と同時に、やっぱり関係法との関係の矛盾

という見方もできるわけでありまして、でき

れば、各他県でも相当数の可決されている状

況もありますから、この請願について可決い

ただくように提案をしたいと思います。意見

を申し上げたいと思います。 

 

○森浩二委員長 今採択と不採択の意見が出

ましたけれども……。 

 

○大西一史委員 この所得税法の問題、これ

は56条の問題、57条の問題は、結構前からい

ろいろある議論だろうというふうに思います

が、いずれにしても、今の説明でも、これは

やっぱり税法で税制をいろいろと今から変え

ていくという中で議論していただかないとい

かぬということで、私、基本的にはこういっ

た、さっき鬼海先生がおっしゃったような、

法の条文の中での矛盾があるという部分も、

確かにそうだろうなというふうに感じる面も

ございます。 

 ただ、これは廃止を求めるという意見書と

いうことですので、廃止というほどまでに我

々が県議会で意見書を出せるほどのものかど

うかというと、私はちょっと疑問が残りま

す。ですから、これは見直しとかあるいはそ

ういうことでの現実に合った法整備を求める

とかということであれば、私は賛成してもい

いかなというふうに思いましたが、廃止とい

うことであれば、ちょっとこれは私は個人的

には、個人的にはというか、うちは会派でも

検討したんですが、これは賛成できないだろ

うということで不採択とすべきというふうな

判断に至りましたので、一応意見を申し上げ

ておきます。 

 以上です。 
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○森浩二委員長 採択、不採択両方の意見が

ありますので、採択についてお諮りいたしま

す。 

 請第31号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  (賛成者挙手) 

○森浩二委員長 挙手少数と認めます。よっ

て、請第31号は、不採択とすることに決定い

たしました。 

 次に、請第33号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。 

 請第33号私学助成の充実強化に関する請願

について御説明を申し上げます。 

 本請願は、私学助成拡充を求める熊本県実

行委員会からのものでございます。 

 趣旨は、公私立校間の学費等の格差をなく

すために、私学助成の増額を求めるものでご

ざいます。 

 請願事項、２項目ございますが、１点目、

私立学校の教育条件改善のため、経常費助成

の増額を求めるものでございます。 

 本年度予算では、私学全体で約76億円、う

ち中学及び高校で52億円の経常費を措置して

おります。生徒数の減少等に伴い、予算額自

体は減少しておりますが、生徒１人当たりの

単価は、若干ではございますが、伸びており

ます。 

 ２つ目は、保護者の学費負担軽減のため、

学費軽減制度の拡充を求めるものでございま

す。 

 県では、昨年度まで補助対象としておりま

せんでした雇いどめ等について、本年度から

対象にしておりますし、さらなる雇用情勢の

悪化に対応するため、要件該当者が確実に減

免を受けられるよう、６月補正予算で所要額

を措置し、総額１億4,000万円程度の予算を

確保しております。 

 なお、去る９月議会において、熊本県私立

中学高等学校協会及び熊本県私立中学高等学

校振興協議会から、私学助成の充実を求める

請願がなされ、採択をされて、国に意見書が

提出されております。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

○森浩二委員長 ただいまの説明に関して質

疑はありませんか。 

 

○鬼海洋一委員 後でその他の報告の中でち

ょっと質問したいというふうに思っていたの

ですが、今お話がありましたから。 

 先ほど、請願者の方から、現状の学費未納

の生徒が700人を超えるという、そういうお

話がありましたけれども、特に今私学の中で

学費の未納を初めとする、特に生徒間の中で

今学校に行くことそのものが難しいという状

況が出てきているというふうに思うんです

が、課の方でどの程度その辺については把握

されておりますか。現状をどういうふうにお

考えなのかということも、あわせて少しお聞

かせいただきたいと思います。 

 

○広崎私学文書課長 委員御質問の授業料の

滞納状況につきましては、文科省の方が直接

学校の方の調査をしておりますので、毎年度

末に大体その授業料の滞納状況というのが数

値で出ております。 

 本県の場合も、私学全体を見てみますと、

授業料滞納者の滞納率が平成20年度末で2.5

％、全国平均が0.9％、九州が2.0％でござい

ますので、私立学校、本県の場合、若干授業

料の滞納者が多いという現状にございます。

また、昨年度比でも若干増加しておりますの

で、こういう経済状況の中、授業料を滞納さ

れる生徒さん、保護者さんがふえておるとい

う現実は認識をいたしております。 

 そのために、私ども、授業料減免の制度拡
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充ですとか、新たな補助項目をつくるとかと

いうことで対応いたしておるところでござい

ますが、現時点では、大きな変化が見られま

すのは、家計の急変、リストラですとか、離

婚ですとか、死亡ですとか、そういった家計

状況の急変による授業料の減免申請者の数

が、本年度、昨年同期で約３倍ほどになって

おります。 

 現時点では、予算の範囲内で対応できるも

のと思っておりますが、今後とも、各学校が

独自に持っております就学支援制度なども含

め、周知等を徹底しながら、できるだけ授業

料の滞納者が増加しないように、さまざまな

形で学校の支援等をしていかなければならな

いなというふうに認識をしております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 今のお話しのとおりに、減

免が３倍ふえているというお話がありまし

た。これも、現状調査をちょっと見せていた

だきますと、比較的熊本県の私学について

は、構造上、年収の高い人たちの子供たちが

入学している傾向があるというような報告も

あっておりますけれども、かなり、今お話し

のとおりに、全国的な状況からすると、熊本

は飛び抜けて率が高いという状況ですよね、

九州各県と比較いたしましても。その辺の構

造上の背景の問題というのは、どういうふう

に把握されているんでしょうか。 

 

○広崎私学文書課長 なかなか簡単に構造上

の問題というのを分析することも難しいとこ

ろではございますけれども、熊本県の場合、

私学に入学される生徒さんたちの家庭状況と

いうのは、高位の所得者と低位の所得者に２

極分化されている現状がございます。なおか

つ、本県の場合は、公立高校を受験されて、

そちらに入れなかった方々が私学に入られる

ということ、それともう一つは、もともとい

ろいろな課題を抱えておられる生徒さんたち

が私学の方に通っておられるというような現

状もございます。 

 私ども、後ほど御報告をさせていただきま

す調査の中で、そういった分析等を踏まえな

がら、どのポイントといいますか、どういっ

た層に、どういった生徒さんたちに、どうい

った経済的な支援を広げていけるのかどうか

ということを、これから本年度の検討課題と

するようにしております。 

 また、一方で、国が公立高校の無償化の制

度を打ち出しておりますので、そちらの方と

の関係も踏まえながら、慎重に検討していき

たいというふうには考えております。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど、つまり経営の側か

らの請願を可決して、採択をして、それで国

の方にも要望しているというお話がありまし

た。今も話がありましたように、国は公立高

校の無償化を今検討しているさなかでありま

すけれども、そういたしますと、当然に、こ

れは私学の方についても一定のバランスのと

れた配慮をしていかなきゃならぬという、こ

れは明らかな話でありまして、その点、どう

いう国に対する要望をされているのかという

ことをちょっとお聞かせいただきたいと思い

ます。 

 

○広崎私学文書課長 現時点の情報では、通

常補助をいたしております経常費補助につい

ては、国も現状維持ということで減額を考え

ておりませんが、しかし、授業料の無償化に

つきましては、大体公立は授業料については

全額無償化になる予定でございますが、本県

私学の場合、年間平均授業料が約26万円程度

でございますので、国の無償化の恩恵を受け

ますのが大体24万円程度でございますので、

その格差２万円ぐらいが、まだなおかつ実質

無償化に至るには検討しないといけない課題

としてその２万円程度の格差が残っておりま

すので、国に対しましては、その２万円程度
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の格差を県が独自に補助できるような財政措

置、予算措置を要望していかないといけない

のかなというふうに考えております。 

 

○鬼海洋一委員 ありがとうございました。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○大西一史委員 後でこれは報告はあると思

いますけれども、恐らく県の支援策というこ

とについての保護者や生徒のそういった――

この報告書の中をぱらっと見ると、６割以上

の保護者が経済的負担の軽減を求めていると

いうような実態もあるということですから、

公立の無償化と同時に、やはり並行的にしっ

かりこれは検討していかないかぬ課題だろう

と私は思っています。 

 現時点で、請願の趣旨を見ますと、大幅な

授業料軽減措置をとり行われるよう、私学も

授業料無償化へ向けということで書いてあり

ます。まあ、無償化ができるかどうか、国の

立法がどういうふうになるのか、あるいは財

政措置がどうなのか、ちょっとよく今のとこ

ろはわかりませんのであれなんですが、私と

しては、やっぱりこういう負担を求めておら

れるということは十分重く県として受けとめ

て、政策的にこれから検討していっていただ

きたいということはお願いをしておきます。 

 ただ、この請願に関して言えば、私個人的

には、まだこれは継続して審査した方がいい

のではないかなと。というのが、国の動向が

もう少し見えてくるまで、公立高校の無償化

が見えてくるまでは、やはりこれはある程度

歩調を合わせていくべきではなかろうかとい

う部分もありますので、そういうふうに個人

的には感じているところです。それは委員の

皆さんそれぞれ御意見があろうと思います

が、一応そういうふうに考えております。 

 

○竹口博己委員 新政府の方で、公立高校の

無償化をぶち上げて言っている。その反面、

私学をどうするかについては極めてあいまい

なんですよ、今の政権は。ですから、この種

の要望というのは必然的に重みを増してくる

し、議会としても、この私学に関することは

重く受けとめなきゃいけない状況になってき

たというふうに判断をいたします。新政権の

おかげでそうなってきた、ならざるを得ない

と、そう思っておりますので、公立高校の無

償化に中央が動き出せば、さらに格差は出て

くることになりますから、執行部としても、

当局としても重く受けとめて、ぜひお願いを

したいという要望をいたしておきます。 

 

○森浩二委員長 ほかに質問はありません

か。 

 

○広崎私学文書課長 委員長、申しわけござ

いません、ちょっと補足で。 

 先ほど、私、国の授業料無償化が実現いた

しましたとしても、私立高校には約２万円程

度の負担が残ると申しましたのは、所得額が

平均350万円以下の世帯についてでございま

す。済みません、補足でございます。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 なければ、これで質疑を終

了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第33号についてはいかがいたしましょう

か。 

 

○馬場成志委員 今お話が出とったように、

これまでは、この種の請願につきましては、

国に対して要望するという意味では全会一致

で採択していただいていたと思いますし、こ

の場合は、県単独でもその穴埋めをするとい
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う趣旨でありますので、それは国の力なしで

はなし得ないというようなことで、不採択と

いう経緯があったというふうに思います。 

 そういった中で、先ほどから話があってい

ますように、国の方で公立の無償化、それか

ら私学に対しても助成をするというようなこ

との中で、その政策が新政府によって実行さ

れる場合は、それは若干足りないというよう

な部分についても、県独自でフォローするこ

とも可能ではないかというふうな感覚も持っ

ています。それは100％ということでは多分

ないかもしれませんが、何らかの役割を果た

すこともできるというふうに思います。 

 ただし、新政府がやるかどうかはまだわか

りません。その中で、これを採択してしまう

と、県単独でその役割というか、責任を果た

さなきゃいかぬというようなことは現時点で

は難しいというようなことでありますので、

もう少し様子を見ながら、継続でお願いした

いというふうに思います。 

 

○鬼海洋一委員 その辺はちょっと意味がわ

からないというか、この請願書の中でも書か

れておりますように、公立と私立の格差が非

常に高いと、だから私学の方の格差解消に向

けて努力してほしいということですよね、こ

れは。その精神を受けとめながら、今お話も

あったように、県には国に対する要望という

のが当然出てくるわけでありますので、何も

県の中で決めたから、その責任を全部負うと

いうことではなくて…… 

 

○馬場成志委員 いや、負わなでけんですた

い、これは。 

 

○鬼海洋一委員 どこですか。どの文章です

か。 

 

○馬場成志委員 これは採択してから、その

まま努力…… 

 

○鬼海洋一委員 だから、当然、その中で国

に対する地方自治体としての要望、要求とい

うのが出てくるわけでありますので、先般の

経営の側から出されたものについてはそれを

採択をする、これはできないということにつ

いてもちょっとわからないという、したがっ

て、私としては、この請願についても採択を

してほしいというふうに思っています。 

 

○森浩二委員長 今継続と採択という意見が

ありますので、まず、継続についてお諮りい

たします。 

 請第33号を継続審査とすることに賛成の委

員の挙手を求めます。 

  (賛成者挙手) 

○森浩二委員長 挙手多数と認めます。よっ

て、請第33号は、継続審査とすることに決定

いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○森浩二委員長 では、そのように取り計ら

います。 

 報告事項の前に、５分間休憩いたします。 

  午前11時44分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時51分開議 

○森浩二委員長 では、委員会を再開いたし

ます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。まず、報告について執行部の説明を求

めた後、一括して質疑を受けたいと思いま

す。 

 それでは、関係課長から順次お願いしま

す。 
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○広崎私学文書課長 私学文書課でございま

す。 

 総務常任委員会報告資料、熊本私学夢プラ

ン(仮称)検討会議の設置について御報告を申

し上げます。 

 既にマスコミ等でも報道されましたが、く

まもとの夢４カ年戦略及びくまもと「夢への

架け橋」教育プランに掲げられております私

学振興の実行プランとなる熊本私学夢プラン

を策定するために、私学の置かれている現状

を踏まえた上で、私立中学・高等学校支援の

方向性を検討し、具体的な私学支援策をまと

めるための意見交換を行うために設置をいた

しました。 

 委員は、そちらに書いてございます私学代

表、保護者代表、それから学識経験者、それ

と行政代表というメンバーになっておりま

す。 

 12月７日に既に第１回を開催いたしまし

て、本年度中に３から４回程度の開催を予定

しております。年度内にプランを公表する予

定でございます。 

 あわせまして、先ほど委員の御質問にもご

ざいましたが、私立高等学校に通う生徒・保

護者の意識調査をいたしましたその概要と調

査報告書をお手元にお届けしておると思いま

す。調査結果等につきましては説明を省略さ

せていただきます。 

 以上でございます。 

 

○楢木野市町村総室長 市町村総室でござい

ます。 

 政令指定都市・市町村合併の推進について

御説明させていただきます。常任委員会報告

資料１ページをお願いいたします。 

 前回の委員会報告後の動きにアンダーライ

ンを引いております。 

 まず大きなⅠ、合併新法下での合併の取り

組みについてでございますが、９月議会の開

会日、９月14日に先議をいただきました熊本

市と城南町、植木町の廃置分合につきまして

は、去る10月16日に総務大臣告示が行われま

して、来年３月23日の合併が確定いたしまし

た。 

 これに先立つ10月６日には、知事が、原口

総務大臣に対し、熊本市の合併と政令市への

円滑な移行について支援、協力を要請いたし

ました。原口大臣からは、支援していく旨の

回答をいただいたところでございます。 

 熊本市は、平成24年４月の政令市移行を目

指し準備を進めておりますけれども、その１

つとして、去る10月27日に県と市で政令指定

都市移行県市連絡会議を設置し、県から市へ

の事務権限移譲についての協議を始めており

ます。県としても、引き続き、政令市移行に

向けた諸準備が円滑に進められますよう、で

きる限り支援してまいります。 

 次に、３ページをお願いいたします。 

 大きなⅡ、政令指定都市移行県市連絡会議

についてでございますが、まず会議の体制と

主な協議項目ですが、これは資料の隣のペー

ジ、４ページをごらんください。 

 この連絡会議は、移譲事務に関係する県と

市の各部局長で構成しております。なお、会

長は熊本市の企画財政局長、副会長は県の総

務部長といたしております。 

 この連絡会議の下に幹事会と分科会を設け

ておりまして、まず各分野ごとの分科会で担

当課、部局レベルの協議を行うこととしてお

ります。この分科会で協議が未了となった事

項については、その上の幹事会で協議調整

し、最終的には連絡会議へ付議するという形

で協議を進めていくこととしております。 

 主な協議事項につきましては、上の２重

丸、連絡会議のメンバー表の下に記載してお

りますが、県から市への事務権限移譲に関す

る協議、それから、県から市への事務権限移

譲に伴う財務に関する協議、その他として、

事務権限移譲に伴う人的支援等について協議
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をしていくこととしております。 

 次に、事務権限移譲の移譲対象となる事務

数についてでございますけれども、恐れ入り

ますけれども、資料の３ページに戻っていた

だきたいと思います。 

 真ん中より下ですけれども、ここに分科会

及び移譲区分ごとの事務数の一覧表を掲載し

ております。あくまでも現段階での事務数と

いうことになりますけれども、全体で340事

務を協議の対象としております。 

 各事務の内容を詳細に区分した数を項目数

として整理しておりますけれども、この項目

数については、今後の県市協議の中で根拠法

令等を精査し算出することになりますけれど

も、他県の例等により1,000から1,500の項目

数になると見込んでおります。 

 市町村総室からの説明は以上でございま

す。 

 

○古里川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 お手元の資料をお願いしたいと思います。

川辺川ダムに関する最近の状況についてでご

ざいます。 

 まず、治水でございます。 

 ダムによらない治水を検討する場、この第

５回目が10月20日に開催されております。国

からダムによらない治水対策の提案があって

おります。四角のところの丸２つにまとめて

おります。 

 まず１つは、早急に治水安全度、地域防災

力を向上させる対策、それから、次の丸でご

ざいますが、治水安全度を一層向上させる対

策でございます。 

 図面をもって簡単に御説明させていただき

ます。次のページの別紙１、Ａ４横でござい

ますが、お願いしたいと思います。 

 早急に治水安全度、地域防災力向上対策、

これも２つに分かれております。上のオレン

ジのところでございます。直ちに実施する対

策、それから、青色の部分、実施に向けた検

討に直ちに着手する対策でございます。 

 左側をごらんいただきたいと思います。 

 直ちに実施する対策として、オレンジ色で

ございます。まず、萩原堤防の補強、それか

ら河床掘削関係、それから宅地のかさ上げ、

さらに、一番下になりますが、ソフト対策と

いうふうになっております。 

 右側をごらんいただきたいと思います。 

 実施に向けた検討に直ちに着手する対策と

して、右側の一番上に、市房ダムの再開発な

どの提案があっております。 

 次に、裏面をお願いしたいと思います。 

 治水安全度を一層向上させる対策(案)でご

ざいます。 

 これには、右上にありますように、いずれ

も社会的、技術的、経済的な面から実現可能

性について検討に着手するという事項でござ

います。 

 左側をごらんいただきたいと思います。 

 中流部における再かさ上げ、掘削、それか

ら放水路の整備でございます。さらに、右に

行きまして、遊水地の整備などの検討に着手

というふうにされております。 

 申しわけありません。１ページにお戻りい

ただきたいと思います。 

 １の(1)の②の部分でございます。これら

の提案に対しまして、流域の市町村長からは

一定の評価があったところでございます。 

 さらに(イ)(ウ)にありますように、遊水地

やかさ上げに対する御意見などが寄せられて

おります。 

 次に、次回会議でございますが、現在調整

中でございますが、国において、前回示され

ました治水対策について計算をされ、その結

果がどれくらいになるか、例えば水位でござ

いますが、そういうことをお示しいただくと

いうふうになっております。 

 括弧にあります県の今後の対応方針でござ

いますが、今後ともダムによらない治水対策
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の実現に向け、スピード感のある取り組みを

国に求めるとともに、県としても、必要な取

り組みについて、その役割を果たしていくと

しております。 

 次に、五木の振興でございます。 

 (1)にありますように、村とともに、村民

に対して、直接９月に策定しましたふるさと

五木村づくり計画を説明したところでござい

ます。 

 次に(2)でございますが、国に対する要請

でございます。 

 五木の振興に関しまして、知事から、10月

には大臣に対しまして、11月には九州地方整

備局長に対して、それぞれ要請を行ったとこ

ろでございます。 

 最後(3)になりますが、今後の対応方針で

ございます。 

 県といたしましては、今回策定しました計

画に基づき、村づくりを着実に推進していく

こととしております。それから、今後予定さ

れております国の補償措置につきまして、国

においても十分な対応を考えられているよう

でございますが、地元の意見を十分に反映し

ていただくよう、引き続き国に働きかけてい

くこととしております。 

 以上でございます。 

 

○森浩二委員長 以上で報告は終了しました

ので、質疑を受けたいと思います。質疑はあ

りませんか。 

 

○竹口博己委員 全部ですか。 

 

○森浩二委員長 この３項目。じゃあ、まず

１個ずつ行きましょうか。 

 私学の夢プランの件について質疑はありま

せんか。――夢プランはないですか、私学。 

 では、２番目の政令指定都市について、市

町村合併についての質疑はありませんか。 

 では、３番目の川辺川ダムに関しての質

疑。 

 

○大西一史委員 今、川辺川ダムに関する最

近の状況についてということで、幾つか御報

告がありました。その中で、やはり一番気に

なるのは、先週、前原国交大臣が記者会見の

中で、五木村の再建、国が直接協議するであ

るとか、川辺川ダムの中止をモデルケースに

したいとか、いろいろ報道があっておりま

す。 

 ただ、いろいろ法制化をいつの段階でされ

るのかというのは、まだこれはよくわからな

いわけで、当然、これは通常国会に出すとか

なんとか言う前に、今こちらで検討している

ダムによらない治水のこの協議というのをし

っかり――治水案がやっぱりまとまらない限

りは、なかなかこっちの話には具体的には行

けないのかなというふうに個人的には認識を

しているんですけれども、そうなると、今こ

ういうダム中止補償法みたいな話が出る中

で、治水代替案の検討の場での合意というの

はしっかり得られるのかどうか、あと今後の

見通しというのはどういう状況なのかという

ことについて、ちょっと現状をお聞かせいた

だきたいというのが１点です。 

 それと、治水の今の代替案に関してなんで

すけれども、五木ダムの取り扱い、これがや

っぱりどうなってくるのかなというのが、大

体川辺川ダムが、こういう形で国交大臣が方

向性をどんどんどんどん出していく中でそれ

が見えてこないところが、五木ダムというの

はなかなか見えないとは思いますけれども、

当然ながら今の状況では、川辺川ダムの行方

が見きわめられるまで本体工事の評価を保留

するというようなこともあります。ですか

ら、その辺について今後どういうふうに考え

ていかれるのか、県の考え方をちょっとお尋

ねします。 

 

○古里川辺川ダム総合対策課長 まず、ダム
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によらない治水の検討の場の現状でございま

すが、まさに大臣の表明を受けて国からの主

体的、積極的な御提案が、前回10月20日に国

の方から提案があったわけでございます。 

 その中で、やはり私ども、国の方の積極的

な取り組み、これが大変表に出てきて、大き

くダムによらない治水の検討の場というのが

位置づけが変わったというふうに考えており

ます。今回提案いただいたものを、さらに今

追求をして、シミュレーションもしたいとこ

ろでございますので、その案をもって、何と

しても地域の皆様の一定の合意、そういうも

のに向けて何とかできないものか、そういう

ふうに頑張っていきたいなと思っておりま

す。 

 それから、五木ダムでございますが、五木

ダムにつきましては、143のダムについて国

の方から、まず、今度の政府案を提案される

際に、国及び水源地整備機構のダムについて

は一定の判断をされるということです。いわ

ゆる補助ダムについては、どういうような対

応をされるかということははっきり出ており

ません。 

 それから、今後、国の方が有識者会議とい

うものを12月にスタートされております。そ

の中で、再評価する場合の基準、ルール、物

差しを新たにつくるというようなことで、そ

れが来年の夏ということでございます。その

基準に基づいて、一時凍結と再検証の対象に

なったダムは、それに基づいて検証がされる

と。補助ダムについては、新聞等に出ており

ますが、その基準に基づいて各都道府県も評

価をしていただくような要請をしたいという

ような大臣の答弁があっているところでござ

います。 

 以上でございます。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、国交大臣

は、そういう方向性は記者会見ではっきりや

って、しかもダム中止補償法は川辺川がモデ

ルにというようなことで言われているという

ことは、逆に言えば、今後の治水協議、治水

のあり方の検討にもいろんな影響を私は与え

るのではないかなというふうに感じていま

す。 

 ですから、その辺について、きちっと地域

の皆さんの合意が得られるような取りまとめ

というか、それとやっぱり早急にそういった

治水対策案というのがまとめられなければ、

なかなかこうしたステップには行けないとい

うふうに思うんですが、そういうふうに考え

ているんですが、担当としてはどういうふう

に、この発言も含めて認識されているのかと

いうのを、一応感想も含めて聞かせていただ

きたいと思います。 

 

○古里川辺川ダム総合対策課長 今回の大臣

の発言でございますが、まず大臣の頭にある

のは、いわゆる残された生活基盤の環境をど

うするのかというのが、まず五木の地元の振

興のためにという思いがあったと思います。 

 そのために、今ここでダムをとめてしまう

と、そういう事業はできないというようなこ

とで、やはりきちんと法的な手続の中で法案

とかそういうものを整備していく上では、や

はりダムによらない治水対策というものをき

ちんと明確にして、次のステージとしてのそ

れに基づいて法案の整備、その上で五木の振

興等を図っていくというような流れがあるの

ではないかと、ちょっと詳細をお聞きしてお

りませんのでわかりませんが、そのような流

れをお考えではないかなというふうに考えて

います。 

 

○大西一史委員 今、詳細はなかなかまだ、

まあ先週の発言なのでつかんでいないという

部分もあろうかというふうに思いますが、や

っぱりその辺の国の動向、大臣の意向あたり

もしっかり――そこは当然今からチェックさ

れると思いますが、しっかりチェックをして
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いただいた上で、やはりこれでいろんな形で

今後、例えばさっき五木ダムの話もありまし

た。来年の夏以降にどうなのかという話もあ

るでしょうけれども、そういったスケジュー

ルも含めて、ある程度これからもう少し具体

的に示していくような場面になってくるかな

というふうに思いますので、その点について

は、国の動向をしっかり見きわめて、注視を

して、検討しておいていただきたいというこ

とを要望させていただきます。 

 以上です。 

 

○竹口博己委員 川辺川ダムに関しては、一

定の道筋がついて、少しは静かになるかなと

思っていたんですけれども、新しい政権にな

ったら、またにわかに何やらいろんな話題が

浮上してくると。 

 今課長は、国の取り組みが積極的にとい

う、ある種の歓迎すべきような発言をされた

やに聞こえたんですが、私は、何も国が積極

的に取り組みをしているとは、この件に関し

ても思えないんですよ。 

 一番新しい話が、今あった五木村の再建策

を全国のモデルにしたいという、これも前原

大臣がただしゃべっただけであって、これが

内閣の方針でも何でもないし、これだけおさ

まりかけていたのを、コップの底をかき回す

ように地元を刺激して、それで出してきたカ

ードが、ダム中止のモデルとなる村の再建策

というんですけれども、そこまで大臣就任早

々全国の自治体を刺激し、熊本もそれに翻弄

され、それであたかも場面場面で積極的に前

向きの提言があっているかのようにとらえら

れるんですけれども、この五木村の再建策に

ついても、来年度の予算に盛り込むかといっ

たら、そんな自信はないんでしょう、大臣

も。もうおくれるんでしょう。新年度の予算

には間に合わぬとでしょう。ということは、

発言しとって、１年間黙って待て、何なの

だ、これと。 

 それと、五木村の村長も発言しておられま

すけれども、ダム中止を前提として協議に入

るのはどうかという、今検討する場でダムに

よらない治水策が可能かどうかという協議に

入った段階で、地元でダム中止を決めれば補

償策を詰めていくみたいな、どうも目の前に

ニンジンをぶら下げられたような、課長、余

り喜ばん方がいいよ。大臣に振り回される

よ、この新政権には。 

 それで、知事も、歓迎すべきとおっしゃっ

ていますけれども、歓迎するというふうに―

―それが実現するなら歓迎だよ。私も同じ意

見ですよ。実現するならです。ただ、記者会

見で前原さんという大臣がしゃべって、その

言葉に大衆受けがしている。だけど、問題

は、これは具体的に進めてもらわぬと困るわ

けでしょう、熊本は。もっとよく言うなら、

そこまで言うんだったら、ここまで翻弄した

んだから、新年度予算でちゃんと対応すりゃ

歓迎できるね。何もそれはないでしょう、恐

らく。間に合わぬとでしょう。見送りでしょ

う。課長、どうですか。それだけははっきり

しとっとでしょう。 

 

○古里川辺川ダム総合対策課長 五木の基盤

整備につきまして、まず国の方が先行的にや

ると申し上げましたのが４事業ございます。

今、宮原五木線、頭地大橋とか農地造成と

か、そういうものでございます。これについ

ては、ダム事業でやるということで大臣は明

言しております。逆に、ダムを中止してしま

うとこれらの事業ができないので、ダム事業

はそのまま生きる、ただし、本体は着工しな

いんだというようなことです。 

 ですから、来年度の政府予算の関係、11月

に九州整備局長がおいでになったときには、

ダム関係はすべて未定ということでございま

した。ただ、これまでの流れから言うなら、

頭地大橋、それから農地造成関係等を先行し

てやると言っていただきました４事業につい
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ては、きちんと対応していただけるものとい

うふうに考えております。 

 それから、今回の大臣の発言の中で、特に

私どもが、別にもろ手を挙げて、何といいま

すか、しているわけではなくて、これまで私

どもが、新たな法案をつくる場合について

は、地元の意見、これを十分聞いていただき

たいということをずっとお願いしてきたわけ

でございます。その点、今回の中で、その辺

の対応はきちんとやりますよということで大

臣の方からお話があった、そこは私どもが意

図したところにお願いが受け入れられていっ

たのかなというようなことを考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

 

○竹口博己委員 古里課長とやりとりしても

始まることではなく、中央の問題なんですけ

れどもね。だけど、地元としても黙っとくわ

けにはいかぬし、地元の意見を聞くというの

は、大臣が言ったということであって、聞い

たということじゃないからね。あんまり安心

せん方がいいですよ。地元の意見を聞いてか

ら、ああなるほど、言ったとおりにしよるね

と受けとめることであって、法案は通常国会

見送りでしょう。見送りでしょうが。予算編

成だって、要らぬ話ばってん、関係あるから

あえて話すけど、前政権が、国債44兆で組ん

だときには、くそみそ言いよった、それを超

えるわけないと言いよったのが、何やらそれ

を批判しよった新しい政権が、44兆以内に抑

えるのはどうも自信がないみたいな流れにな

ってきとるじゃないですか。そういう状況で

すよ。 

 だから、川辺川も、五木の振興策、全国の

モデルケースとしてという、マニフェストの

ようにして打ち上げた。確かに、大臣が打ち

上げた。だけど、熊本県としての闘いはこれ

からだと思いますよ。大臣が打ち上げた、そ

れを履行してもらいたいというふうに強く迫

っていく。執行部の皆さんが、知事と一丸と

なって、大臣が言ったことだからやってくだ

さいよということを、政権並びに与党に、民

主党の地元の国会議員などに、大変だけど頻

繁に陳情していただいて、五木の振興策が本

当にかち取れるようにしてもらいたいと思い

ます。 

 さっき課長が言った村の再建策というの

は、ダムの可否には関係ないんですよ、これ

は。ダムができようとできまいと、村の振興

策は国が進めるようになっとったんでしょう

が。そういう流れになっとったでしょうが。

だから、前原大臣が言ったからといって、お

おこれでといって喜んでいると、またはしご

を外されるような事態になってくるかもしれ

ませんね。 

 よくそこらは、五木を救うか救わぬかのテ

ーマですから、一言一言に一喜一憂せんで、

うれしいことをおっしゃればおっしゃるほ

ど、こっちは手綱を締めて、発言した大臣に

向かっていかんといかぬと思いますが、課

長、最後に決意を聞かせてください。五木村

の振興策に。 

 

○古里川辺川ダム総合対策課長 これまで国

の方からお話があっていること、これはきち

んと、各委員の御指摘も含めて、私どもきち

んと注視して働きかけるとともに、きちんと

その動向を注視していきたいと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○竹口博己委員 ありがとうございました。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。――なければ、これで報告に対する質疑

を終了いたします。 

 次に、その他に入りたいと思います。何か

ありませんか。 
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○馬場成志委員 両部長にお尋ねしたいと思

いますが、その他ですから、来年度の予算に

ついて、今努力もなさっておる最中かなとい

うふうに思いますが、国政の方が新政権によ

って様子がなかなか見えにくい部分がある中

で、いろいろ御苦労なさっとる部分がありは

せんかというふうに思いますので、今の率直

な感想をちょっと聞かせていただきたいなと

いうふうに思いますが。 

 

○松山総務部長 今御指摘のとおりでござい

まして、特に、我々、最も基礎となります地

方交付税、こういったのがどういうような決

着をするかということで大きく予算に影響し

てまいりますので、非常にそういったところ

は、いろいろアンテナを張りながら、情報を

収集しながら進めているところでございます

けれども、恐らく予算編成につきましては、

かなり年明けてからも相当ずれ込んでいくん

じゃないかというふうに思っております。そ

の辺は、今後しっかりと注視しながら、予算

編成に取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

 

○坂本地域振興部長 地域振興部の関係でご

ざいますけれども、大きなインパクトのある

政策として、例えば高速道路の無料化の話、

注視しております。どういう政策が打ち出さ

れるかによりまして、国に何を求めていくの

か、そして、県としてどういう対応が求めら

れていくのか、そういう政策がこのタイミン

グになってまだ五里霧中という状況に、非常

に憂慮しております。それ以外にも、数々の

地域振興の対策の関係、今話のありました五

木村の振興もそうでございますけれども、非

常に心配しながら、危機感を持って注視して

おる状況でございます。 

 

○馬場成志委員 多分、今の総務部長のなん

かも、取り上げて言うほど幾つかじゃなく

て、全部わからぬけんというような今のコメ

ントだったというふうに思います。御苦労だ

と思います。 

 さっきの請願の話の中でも、今の県財政の

状況の中で、県独自の負担もできると、授業

料無償化へ向けた大幅なる授業料軽減措置も

とり行うことができるみたいな発言がこの県

議会内でも出るわけですからね。私も困惑し

ておりますけれども、何しろいろんなたくさ

んのシミュレーションをされる中で、神経的

にも大変お疲れのところだというふうに思い

ますけれども、ここはやっぱり正念場ですの

で、しっかりと――まあ民主党の文句ばかり

言うとっても、いずれにしろ生活していかな

んとは私ども地域の人間ですから、しっかり

と頑張っていただきますように、励ましをさ

せていただきたいと思います。私どもも一生

懸命頑張りますので。 

 

○中村博生委員 ２点ほど、個別に聞いても

よかったんですけれども、滞納税徴収の件で

ちょっとお尋ねしたいと思います。 

 これについては、強化期間を設けて各地域

地域でやっておられるというふうに聞いてお

りますけれども、新聞にも載ったか、私は確

認はしとらぬとですが、そこでいろんなトラ

ブルが起こっているような話をよう最近聞き

ますので、徴収のあり方といいますか、市町

村に対しての指導方法とか、そういった職務

的な中身はどういった方向づけでやっておら

れるのかをお尋ねしたいと思います。 

 もう一つは、今回の一般質問で八代・天草

架橋の質問がありましたけれども、これは厳

しいというような知事の答弁でありました。

知事は、夢とか県民の最大幸福量という言葉

を端々に使っておられますけれども、最近の

新聞に載っとったのでは、1,500億かかるか

ら厳しいというような、また昔と同じような

中身だったであろうというふうに思っており

ます。 
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 そこで、３県架橋の今の流れをちょっとお

尋ねしたいと思います。 

 

○佐藤税務課長 今中村委員の方からありま

したのは、滞納の件ということでありますけ

れども、トラブルと申しますと、こちらで掌

握しておるものは、前回の委員会でも委員の

方から少しお話がありました、八代市におき

まして、地方税徴収特別対策ということで、

県の職員が市町村の滞納整理に一緒に行って

取り組むといったものの中で、トラブルと申

しますか、そういったものが起こっていると

いうことを掌握しております。 

 そのことにつきましては、仕組みとしまし

ては、昨年、平成20年から行っているもので

すけれども、市町村の税の徴収はなかなか厳

しゅうございますので、県の方の職員が、市

町村で賦課徴収していただいているものに個

人県民税がございますので、その徴収率の向

上のためにも市町村に出向きまして、市町村

の固有の固定資産税とか国民健康保険税と

か、そういったものの徴収率向上を支援する

というような取り組みをやっております。 

 ですから、市町村税の方の徴収率の向上で

ありますから、もともとの課税主体、徴収主

体というのは市町村といったところでありま

して、そういったところの中で県の方は、言

葉で言いますと、これまでの蓄積をもとにし

ていろいろ御助言とかを差し上げる中で、徴

収率が向上したりするようにということでや

っておりますけれども、県の方の職員が、一

生懸命に助言をする余り、強く自分の考えを

主張したりするようなことになりまして、そ

もそもの市町村支援といったところで、少し

職員の方の言葉が過ぎているようなところが

あったやに聞いているところがございますけ

れども、そこにつきましては、そういうこと

が発生しました後、職員の方に、みんなで住

民の方に接する場合の限度あるいは市町村と

の連携のあり方について改めて検討してもら

って、それを現在のところ改まった中でやっ

てきているというふうに聞いておりますの

で、新たなトラブルについては、こちらでは

掌握しているところではございません。 

 そういうことの中では、先ほど指導のあり

方とか徴収のあり方についてお話がありまし

たけれども、私たちの方で職員に検討を求め

る中では、やはり滞納されておったとして

も、それはこういう現下の情勢でありますか

ら、非常に皆さん家計も苦しくて、滞納した

くはなくてもどうしても滞納になったりして

いる方もたくさんおられますから、その付近

では、本当に県民の方々の視線、立場という

のを十分にわかった上での滞納整理を行うよ

うに、もちろん課税においてもそうでありま

す。同じように、県民の立場に立った仕事を

行うようにということでお話をしておりまし

て、職員たちの方からも、その付近について

はやはり十分気をつけて言動あるいは住民の

方への御説明とかを丁寧に行うということ

で、反省と申しますか、新たな気持ちでそう

いうふうに取り組むというふうに言っており

ますので、現在のところはそういう状況でご

ざいます。 

 

○中村博生委員 その辺はぴしゃっとしてい

ただかないと、以前にもあったとかないとか

という話も聞いておりますので、やっぱりそ

の辺は課長が先頭を切って職員の教育はして

もらわんといかぬと思いますし、きょう言お

うか言うまいかと思うとったんですが、首長

さんが謝罪をさしたという話を聞いたもので

すから、そういうことでよかつかなというよ

うな思いがあったから再度言うたことであり

まして、本当にその辺は徹底していただきた

いと思います。 

 

○髙田交通対策総室長 ３県架橋、島原・天

草・長島架橋の構想につきましては、これは

国土形成計画の全国計画、昨年７月に閣議決
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定されたものでございますが、その中に、海

峡部を連絡するプロジェクトは長期的視点か

ら取り組むと記載されておりますとともに、

この計画に向けて、ことしの８月に国土交通

大臣で決定いたしました九州圏の広域地方計

画におきまして、九州西岸域における多様な

ネットワークの形成による交流連携機能の強

化を図っていくものとして位置づけられてお

るところでございます。 

 現在、島原天草長島連絡道路につきまし

て、地域高規格道路の候補路線として、ま

た、島原の道路につきまして、計画路線とし

て国土交通大臣の指定を受けているところで

もございますが、新しい政権になって、道路

政策という形がどのようになるのかというと

ころ、そこがまだ不透明なところでございま

す。 

 我々としては、その新しい政権による道路

政策というのを注視しながら、なおかつこの

３県架橋の構想につきまして、地元の要望も

強いということもございますので、県境を越

えた総合交流、連携というものを促進してい

くために、引き続き長崎県及び鹿児島県、両

県とも連携して、この新政権による道路政策

に注視しながら、その対応というのも進めて

いきたいというふうに考えておるところでご

ざいます。 

 

○中村博生委員 まだここは凍結にはなっと

らんとたいな。 

 これは、天草・八代架橋のことを思えば、

以前からわかっちゃおっとですが、この３県

架橋があるがゆえになかなか受け入れてもら

えぬような部分を地元の人たちは感じとるわ

けですよ。今度21日、八代市議会と上天草市

議会で要望に来られると思いますけれども、

もう十数年前、民間期成会もお互いでつくっ

てこられておりましたけれども、ここ２～３

年で市議会でも議連ができとるわけですよ

ね。県議会でもつくらせてもらいましたけれ

ども、やっぱり県南のいろんな意味の振興に

は、私はこの橋は必要だというふうに思って

おります。 

 中身的にも、800億ぐらいでできるような

ところまでいろんな調査をして出しておりま

すけれども、やっぱり県はそれを否定するよ

うに、同じ工法でやると1,500億かかります

よと、また後戻りするようなことを言われる

と、何か否定されたような私は気がしてなら

ぬとですけれども、その辺も含めて、やっぱ

り熊本が進行すればいいじゃないですか。３

県架橋、牛深から鹿児島がかかれば、天草は

もう通過ですよ。それも将来的なことを考え

れば、私は、宮崎から天草に横軸で真っすぐ

行かれるわけですから、いろんな意味で長

崎、天草の橋は私は必要と思いますけれど

も、あっちの部分を八代、天草で回せば、西

回りももうできよっとですから、そういう思

いがあったものですからお尋ねしたんです。

よろしくお願いしときます。 

 

○鬼海洋一委員 今中村委員の質問に関連し

て、これは本会議の延長みたいな形にもなり

かねない質問でありますけれども、今お話し

の中で800億という話がありましたね。それ

が県の方は1,500億かかるからなかなか難し

いと、こういう答弁がありました。 

 もともとこの質問をいたしましたのは、渡

辺議員が質問したわけですけれども、このま

ま天草幹線道路がずっと、今計画されながら

着工されようとしておるわけですけれども、

本渡まで今のペースでいくと、あるいは客観

的な状況の中で60年かかると。だから、それ

は一つの選択肢として、今お話しのとおり

に、八代・天草架橋というものが考えられる

のではないかと、800億でできるというふう

に試算ができておると、しかし、県の試算で

は1,500億という話がありました。 

 この根拠が、どういう状況で出されたのか

というのが非常に疑問でありまして、実は、
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せんだって私ども、ソウルを訪問する機会が

ありました。仁川空港から新しい架橋が都心

部の方にできておりまして、これが仁川空港

のハブ空港をさらに利便性を向上する上でと

いうことでつくられた12キロに及ぶ橋であり

まして、これがちょうどことしの10月に工事

が完成いたしまして、この橋を通ることがで

きました。 

 そこで、工事費を見てみますと、これに

は、例えば日本で言うと大林建設とか、こう

いうものが参加をしている、ＪＶ抜き業者に

よる工事でありますけれども、１兆2,918億

ウォンですから、これは10分の１ですかね。

ですから、この12.3キロに及ぶこの橋が約1,

291億でできていると。 

 こういう状況で、先ほど中村委員も質問し

たわけでありますけれども、1,500億とい

う、これはどういうところで出されたのかと

いう極めて疑問が、まさにこれを否定する意

図的な、それを言ってしまうとちょっと過ぎ

た言葉になるかもしれませんけれども、ちょ

っとおかしいんじゃないかなというふうに実

は考えておりまして、地域振興部長、この辺

がどういう根拠、しかも800億というのは、

これまでこれに参加をする自治体が、しかも

県の予算も含めてやった結果として試算結果

が800億でありますから、この辺の問題点に

ついてどういうふうにお考えなのかというこ

とをちょっとお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 

○坂本地域振興部長 1,500億円というまず

数字につきましては、これは私も議場におり

まして、これは知事の方から申し上げた話で

はなくて、知事の方からの答弁は、ちょっと

今手元に答弁そのものを持っていないので正

確にはあれですけれども、800億円か1,500億

円かというお話を申し上げたわけではなく

て、非常にコストがかかる面があって、長期

的に対応せざるを得ないのではないかと、い

ずれにせよ、実現可能性等を含めて検討して

いくと、こういう答弁を事前の打ち合わせで

しておりました。 

 片や1,500億円という数字、これは実は、

済みません、私自身もどういう計算かを存じ

上げていないんですが、報道に対しまして、

例えば、じゃあたくさんかかるというのはど

ういうことなんだということで、日本の橋の

先例の数字をもって申し上げた数字というこ

とであろうというふうに承知しております。 

 

○髙田交通対策総室長 話題になっておりま

すこの1,500億という報道で出た数字につい

てでございますけれども、これは私どもの方

でいろいろ国内で建設している橋梁の事例と

いうものを調べているところでもございま

す。 

 この八代・天草架橋による橋梁形式、これ

もＰＣ橋という橋脚の形態でございますが、

この橋脚の形態と同じ形態で建設をしている

国内の他の事例といたしまして、鳥取と島根

の間に、1.4キロの橋長でございますが、江

島大橋という橋がございます。その1.4キロ

の橋に対して事業費が230億円かかったとい

う、これは建設した事実でございます。それ

を八代・天草架橋の18年度、19年度に、八代

市の試算によるこの8.8キロの構想と、これ

にその換算をするということになると、その

報道に出ているような数字になるんじゃない

だろうかということで、その単純に延ばした

値ということでその数字というものが出てお

るというふうに私どもとして理解しておると

ころでございます。 

 

○鬼海洋一委員 これは、しかし、おたくか

ら出されたわけでしょう、1,500億というの

は。この数字が出たのはどこから出たんです

か、新聞報道による1,500億というのは。 

 

○髙田交通対策総室長 私、先ほど申し上げ
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たような説明ということで、それで換算をし

てということでこのような数字になったとい

うことで、私どもの説明の中でそのような、

今私が申し上げましたような説明を受けての

数字だというふうに思っております。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど部長は、知事の答弁

の中にはこれは含まれていなかった。しか

し、今お話を聞きますと、これはマスコミと

の恐らく対応の中でしょう、1,500億という

数字は交通対策総室の方から出たと、こうい

うことで間違いないんですね。ですか。 

 そうすると、まさに単純にメーターにキロ

数を掛けて1,500億と、これはまことに乱暴

な話でしてね。片方は、これまで、それぞれ

の期成会の中で、県からも予算措置をした調

査費の中で恐らく計算されたことだというふ

うに思うんですが、800億という数字が出て

きている。片方は、過去の鳥取県かどこかの

やつを引き直して、それだけかかったから、

単純にキロ数で引き直して1,500億出たと。

したがって、この知事の答弁にもありますよ

うに、地元が行った試算を大幅に上回るよう

な多額の費用を要すると見込んでいるとい

う、これは確かに数字はありませんけれど

も、今のお話と全く一体になるような話なん

ですよね。 

 そういうことで、選択肢という、非常に有

力な選択肢だというふうに思っているこの構

想あるいは要望といいますか、提案に、1,50

0億だからということで一刀両断に切り捨て

るという、こういうことはいかがなものかと

いうふうに思うわけでありますが、地域振興

部長、もう一回その辺の事実を、おたくの方

からマスコミの方に出されているようですか

ら、この問題に対する検討というものをどう

いうふうにお考えになっているかというこ

と、そこをお聞かせいただきたいと思いま

す。 

 

○坂本地域振興部長 1,500億円という数字

が、今あれしたような取材の中でのやりとり

を踏まえたマスコミの数字ということでござ

います。 

 他方で、大幅にあるいは相当かかるであろ

うという認識の一つの根拠といいますか、訂

正的な点でございますけれども、この800億

円という経費でございますが、これは、いわ

ゆる実際に橋をかけましたときに生じるであ

ろう、例えば移転費用のようなものがかかっ

ておりません。 

 実は、私、本会議でもこの問題が取り上げ

られるということで現地に参りまして、天草

の側から海を眺めてみました。そこには非常

に大きな電力会社の鉄塔が建ってございまし

て、天草一帯は、もう先生の方がむしろ御案

内のとおりだと思いますけれども、送電線が

一面通っているエリアでございます。例え

ば、そうした費用が幾らかかるんだろうかと

いった点を加算していかなきゃいけないとい

う点はあろうかと思います。 

 いずれにせよ、今申し上げました1,500億

円かかるという認識は当方で持っているわけ

ではなく、そうであるがゆえに何か結論づけ

ているということではございませんで、実現

可能性を含めて、関係市町村とこれからも議

論していく課題であると、こういう考えでご

ざいます。 

 

○鬼海洋一委員 ちょっと乱暴過ぎるのでは

ないかというふうに率直に思っております。 

 私も、先ほどちょっと提案、提案という

か、紹介しましたように、仁川大橋の工事の

総金額を少し紹介をいたしました。ここは８

キロですけれども、12キロです、これは。恐

らく、行かれたから通られたんじゃないでし

ょうかね。ここが１兆2,918億ウォンででき

ているわけでありますので、今の1,500億と

比較いたしましても、ちょっとこれは問題で

はないかというふうに思います。 
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 ですから、新聞報道にもあっておりますよ

うに、全体として、今天草の現状をどういう

ぐあいにやったら早く解決できるかという意

味で、総合的な判断をしてみる機会、いい時

期ではないかというふうに思いますので、そ

の点も、この際、そういう経過も含めて要望

しておきたいと思います。 

 

○大西一史委員 もう別の話題になります。 

 不正経理の問題が出ております。冒頭、総

務部長は、いろいろそういう報道があってい

ることに対して、心配をかけているというこ

とでありますけれども、心配かけている以前

に、まずはやっぱり県民の皆さんにきっちり

おわびするべきじゃないかなと私は思うんで

すね。 

 そういう意味では、この報道でも見ていま

すけれども、幾つも次々にまた出てくるとい

うのは、私はやっぱり――これがどういう差

額の話であるとかというのが先週の11日に報

道で出ておりました。差しかえで購入した物

品と納品価格との間に差があるということ、

これはいろいろ認識の違いがあるとかなんと

かいうような知事のコメントもありますけれ

ども、やっぱりこういった公金に対する意識

が非常に甘いということで、こういうことが

次々に出てきているんじゃないかなというふ

うに思うんですよね。 

 この点について、今回、特にきのうの新聞

では、今度は工事委託業者にデジカメ納品を

求めるというような記事も出ておりまして、

一体、県道の修繕なのに、なぜデジカメが、

それで予算をつけたはずなのに出てくるのか

というのも、私にはよく理解ができないんで

すよ。 

 こういった一連の今報道があっている不正

経理問題に対して、どのように今お感じなの

か、まず総務部長にお尋ねします。 

 

○松山総務部長 冒頭申し上げましたよう

に、この不適正経理が行われたということに

対しては、非常に深く遺憾に思っておりまし

て、昨年、自主調査をいたしまして、そうい

ったいろんな問題点、先生御指摘のとおり、

基本的には、根本にはやはり公金に対する意

識というのが低いということも出てまいりま

したので、直ちにそういった調査を受けまし

て改善策をとりまして、４月から全庁挙げて

これは取り組んでいるところでございます。 

 そういった公金に対する意識、それをきち

っと法令遵守も含めて徹底させるというよう

なことも行っておりますし、また、一方で

は、体制として、チェック体制というその面

におきましても、やはり甘いところがあった

ということでございますので、それはほかの

係でクロスチェックをして、必ずそういうこ

とが起こらないようにということでいろんな

防止策というのをとりながら、全庁挙げて今

現在取り組んでいるところでございまして、

知事も申し上げておりますように、そういっ

た効果が本当にきちっとあらわれるかどうか

ということについては、２年後にきちっとそ

れは検証しますということも知事も申し上げ

ております。そういったことで、全庁的に、

そういった意識も含めて一生懸命取り組んで

いるというところでございます。 

 

○大西一史委員 今２年後に検証するという

のは、それはあくまでもこういう事実が出る

前の段階の話ですよね。いろいろその後、結

局、外部調査委員会でもやって調べた、内部

でも調査した、さんざんいろんな調査をした

結果、それでもなおかつまだまだ出てきてい

るというのが今の実態ですよね。 

 確かに、２年後にそれはもう一回、今チェ

ック体制を厳しくしたから、２年後にはきち

っと見ててくださいと言うけれども、その経

緯の中でこれだけ出てきているじゃないです

か。ということは、私は、今後、この2007年

分とかなんとかと言っても、それがやっぱり
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表に出てきていない分というのは、私は調査

自体がまだまだ足りないんじゃないかという

ような気もします。 

 こういった事例というのは、ほかにあるん

じゃないですか。県道修繕１年分ということ

で、委託した業者からカメラを要求していた

というような、こういうケースというのは日

常的にあるんですかね。 

 

○松山総務部長 ちょっと説明が不足したか

と思いますけれども、今回の報道されており

ます中身につきましては、これは既に自主調

査で調査をいたしまして公表した分でござい

ます。それを分析しながら報道がなされてい

ると思いますけれども、新たなものが出てき

たということじゃなくて、一つの公表しまし

た資料の中で、こういった部分の確認がとれ

ていないんじゃないかというような御指摘だ

と思います。 

 例えば、差しかえにいたしましても、単純

に申しまして、ここに3,000万という話がご

ざいますけれども、7,000万分備品があった

としますと、それは現物を全部確認しておる

わけです。残りの部分については、台帳では

確認しましたけれども、消耗品であったりす

るものですから、なかなか確認ができないと

いう面もありまして、その辺がやはりもう少

しきちっと確認すべきじゃないかという御指

摘だろうと思いますけれども、その辺我々と

しては、台帳上確認をしたと、その時点でで

きるぎりぎりの調査をしたというふうに認識

をいたしております。 

 

○大西一史委員 ということは、もうこれ以

上さらなるこういった――まあ、報道がされ

ているだけの話で、分析報道であって、調査

する必要はないという考え方でいいんです

か。 

 

○松山総務部長 自主調査におきまして、こ

れは第三者も入れまして、要するに目的はや

はりこういった不適正な経理がどのような形

で実態として行われていたかということと、

そういった実態をとにかく把握するというこ

とが目的でございましたので、そういった第

三者の目も入れてきちっとした追跡調査もい

たしましたので、これ以上の調査は必要ない

というふうに考えております。 

 

○大西一史委員 調査が必要ないということ

であれば、やはりそうしたものに対する一連

の報道も含めて、県民の皆さんは、差しかえ

だろうが何だろうが、１つ出てしまえば、そ

れはやはり県に対して非常に不信感を持つわ

けですよね。だから、そういう意味での説明

というのは、やはり私はしていかなければな

らないというふうに思います。 

 調査をするかしないか、調査しないで出て

こなきゃいいですけれどもね、今後。今後、

もう絶対出てこないということでいいです

か、認識しておいて、部長。調査しないとい

うことであればですね。調査しないとおっし

ゃっているから。 

 

○松山総務部長 ＰＴ調査につきましては、

前回ナビ調査しましたときには、これは議会

の方にも御説明を申し上げたかと思いますけ

れども、その時点ででき得る調査をやってお

ります。時間も限られておりましたし、対象

を、例えば消耗品同士というのは、そういっ

た裏金とか、そういうのにつながりにくいだ

ろうということで、例えば３万円以下の部分

については調査対象から外したとか、そうい

ったことがありますから、そういったものが

全く出てこないと、ゼロだというふうには断

定できませんけれども、少なくともやはりそ

ういった不適正経理につながるようなものに

ついては調査対象にして、第三者委員会の方

の御意見でも、それでいいのじゃないかとい

う、いただきながら調査を進めてまいったと
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ころであります。 

 

○大西一史委員 私が申し上げているのは、

やっぱりこの調査委員会の提言の中にも、全

体的に見て許しがたいような違法行為は見ら

れなかったとはいえ、預け金や差しかえとい

った便宜的な行為は、さらなる悪質な不正経

理の温床になるおそれがあり、決して許され

るものではありませんというふうに、もう明

確に書いてあるわけですね。 

 その上で、今部長は、いや、それは出てく

るかもしれぬよと、ひょっとしたらというよ

うなふうに受けとれるような答弁だったなと

いうふうに私は感じましたけれども、やはり

今後出なきゃ、それは私はいいと思います

が、これだけやっぱり次々次々そういうふう

に報道をされれば、その不信感というのはま

すます増大をするということです。まして

や、知事が徹底して調査をするといって調査

をした結果、会計検査院の指摘でまた出てき

たじゃないですか。だから、そういうことが

次々次々次々に起こっているから、やはりも

うこれは全部が、例えば差しかえだろうが何

だろうが、その見解の相違、誤解があったと

はいえ、やはりその辺で釈然としないものが

残るということであろうかと私は思います。 

 だから、調査をしないというふうに言うん

ではなくて、引き続き、私は、そういったチ

ェック体制の中で気づいたものについては、

こういったことがあったということを適宜や

っぱり報告を先に、報道される前に先にこう

いうことがありましたよということを県民の

皆さんに報告していくような、そういった姿

勢というのが私は意識改革としてつながって

くるんじゃないかなというふうに思うんです

けれども、いかがでしょうか。 

 

○松山総務部長 その点、御指摘のとおりだ

と思います。 

 ちょっと１つ申し上げたいのは、もっとも

っと出てくるかもしれないよという意味で申

し上げたわけじゃなくて、それは…… 

 

○大西一史委員 私がそうとっただけだか

ら。 

 

○松山総務部長 調査対象としていたもの

は、これもこういうことで調査をいたします

ということでやりましたので、すべてという

ところまでは物理的にも難しゅうございます

し、例えば消耗品というのは、日々消耗され

ていきますので、現物確認ができないとか、

あるいは我々が、会計検査院のように、何と

いうか、強制権を持っていませんから、業者

さんの帳簿を強制的に出させるということは

できませんので、そういった限界はございま

すけれども、できる限りの範囲の調査は行っ

たというふうに思っております。 

 御指摘のとおり、確かに日々の中でそうい

った経理というのをきちっとただしていくと

いうことは大事でございますので、今後とも

その辺は十分注意しながら、またいろいろ指

導しながら進めてまいりたいというふうに考

えております。 

 

○大西一史委員 委員長、今答弁があったよ

うに、日々調査していただきたいですけれど

も、この外部調査の竹中先生あたりにも、い

ろいろこれは私は話を聞かれてもいいような

気がしますよ。また、御意見も、こういった

いろんな事例も含めていただきながら、今後

やっぱりしっかり信頼回復に努めていただき

たいということを強くお願いしておきます。 

 以上です。 

 

○鬼海洋一委員 関連で、簡単な質問をさせ

ていただきたいと思いますが、この差しかえ

の問題については、いろいろ報告をいただい

て、やむを得ぬかなというふうに思えるもの

もありましたが、今回のこの報道のデジカメ
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になりますと、それは落札価格の中にそれが

含まれて、設計の中に入っとったなら別だけ

れども、結局その中からデジカメを要求する

ということですから、単なる差しかえとは違

うという認識をまず持つべきではないかとい

う１点を申し上げておきたいと思います。 

 その上で、ずっと僕は一連見てみますと、

この差しかえの中身が、備品を差しかえると

いうケースが圧倒的ですよね。そうすると、

こういう事態が発生する一つの伏線として、

経理事務が煩雑だからこういうものが発生す

るんだろうか、あるいは必要なものが備品と

して認められないと、認められていないとい

うことから、結局こういう操作をしながら備

品を取得するということなのかということに

ついて、少しこの辺は、こういうものが発生

する構造的な要因としてとらえておく必要が

あるのではないかというふうに思いましたの

で、簡単な質問ですけれども、その辺いかが

ですか。 

 

○豊田人事課長 まず、今回の八代土木部の

件につきましては、あくまでも今回の自主調

査におきましては、需用費以外の経費、委託

料等についても差しかえの調査を行っており

まして、本件についても、差しかえとして既

に３月に公表したものでございまして、いわ

ゆる備品購入費がなかったということで、委

託費の一部を差しかえてデジカメをというこ

とでございます。 

 これについては、３月に公表いたしまし

て、職員の処分も行っておりますし、また、

カメラについては業務で使用しているという

ことでございますけれども、誤解を与える面

もあるということで、土木部としても、緊急

の会議をしまして、再発防止に徹底していく

こととしております。 

 それから、そのほかの備品のことでござい

ますが、経理事務が煩雑であるとか、備品購

入費がなかったというようなことも、今回の

不適正経理の原因の一つだということで報告

書の中にもあっておりまして、４月以降につ

きましては、例えば予算につきましても、備

品購入について予備費的な措置を講じますと

か、例えば緊急に備品購入が必要な場合につ

いては、事前の流用を認めるとか、あと関係

課との合議も事後でいいと、そういう形の改

善もしておりますし、経理事務の煩雑につき

ましても、そういう形での事務手続の簡素化

というような対応を４月１日から導入してい

るところでございまして、そういうことにつ

いても再発防止策として行っておりますの

で、今後、こういう形での差しかえというよ

うなことはないものと考えております。 

 

○竹口博己委員 せっかくこのことが話題に

なりましたので、実は決算委員会でもこの種

の発言をさせていただきましたけれども、こ

ういうことが表に出てしまいますと、県民感

情としては、非常に何とも職員との意識に差

があるなという、感情を逆なでするようなテ

ーマなものですから、私たち議会もそうです

けれども、執行部の皆さんも、慎重に今後の

対応を望みたいと思います。 

 そして、そういう問題が表に出るたびに、

先ほども部長からも発言がありましたけれど

も、職員の公金に対する意識の薄さがそうい

うことを招いたという意味の発言を、県庁職

員の幹部の皆さんはよく口にされるんです

よ。 

 職員の皆さんが、全部公金意識が薄いのか

と、だからこういうことが当たり前に行われ

ているのかということを厳密に考えていけ

ば、私はそうじゃないだろうと思えてならな

いんですよ。差しかえだとか預け金というの

は、だれでも、新入職員の人でもできるよう

なことじゃないでしょう。やっぱりそういう

ことをやれる立場の人は限られてくるでしょ

う。差しかえなんていうのは、やれるものだ

ということをだれかに教わるんでしょう、先
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輩に、やる人は。そうなれば、公金意識が全

職員に薄れていったんじゃないぞと、もし公

金意識が全職員に薄れているとしたら、トッ

プは責任とらんといかぬでしょう。だから、

そんなことじゃないだろうと私は思うんです

よ。 

 つまり、何かこそこそこそこそしてつくり

上げた文化、悪しき伝統のような気がしてな

らないんですよ。私は、県庁文化というふう

に言ってしまったんですけれども、問題は、

こういうメカの、メカといいますか、そうい

う体制の中では、例えば業者と連携可能な人

だったら、十分流用できますね。そういう危

険性が伴うでしょう。伴っていたはずです

ね、今までも。 

 こういうのを、先ほど総務部長がぴしっと

再発防止を口にされましたけれども、再発防

止の決め手といいますか、押さえどころとい

うのは、私は幹部だと思います。幹部、上。

下の人には責任はないと。最初からこんなこ

とを覚えてやる新入職員はどこにもいない

と。要するに、先輩が教えるから、というこ

とは、再発防止といったら、先輩がそういう

ことをするなよという指導に頭を切りかえる

ことができるかどうか。つまり、逆に、今ま

でそういうのをやれやれやれやれと奨励しよ

ったその幹部が、逆にやるなというふうに頭

のチャンネルを切りかえることができるかど

うか、それが再発防止への決め手だと思うん

ですよ。 

 私は、職員の公金意識の薄さと、職員職員

という言葉があちこち出てきていた、その職

員の頭に、幹部という２文字を乗せたらどう

ですかというように決算委員会では言ったく

らいで、幹部職員の公金意識に問題があった

から、そういうのが職場的に行われたという

ように思えてならないんです。今でもそう思

えてならないので、そこで、せっかくですか

ら、総務部長、幹部ですよ。上ですよ。要す

るに、見て見ぬふりというか、やってもよか

つよと教えた先輩がおったから、伝統文化と

して県庁に根づいてしまったんでしょう。そ

ういう幹部職員に対する鬼みたいな決意を聞

かせてください。 

 

○松山総務部長 ４月早々、私も、直接幹部

職員を集めまして、こういった公金意識に対

する率直な今までの取り扱いの反省と、そし

て、これから先、やはり法令遵守というのが

我々にとっては最も大事なことだし、そのこ

とによって県民の皆様から信頼を受けるとい

うことを私も申しましたし、それを受けた幹

部も、また部下職員に対して徹底させるよう

なことをいたしております。 

 もう１つ先生から御指摘いただきました―

―幹部にもちろんそういった意識の低さとい

うのがあったことは率直に反省いたしており

ますし、あれですけれども、もう一つは、チ

ェック体制というのも非常に重要じゃないか

というふうに考えております。例えば、担当

者に任せっきりにしてしまいますと、やはり

その中でだれもチェックせずに行われていく

ということがありますので、その辺もことし

の４月からの改善策の中で、これは別な係が

クロスチェックすると、必ず品物を入れたと

きにはその確認をすると、そういったシステ

ム的なものでも改善を図って、今進めている

ところでございます。 

 

○竹口博己委員 総務部長の先ほどからのお

言葉に決意のほどが伝わってくるんですけれ

ども、皆さんは、これを不適正という表現を

されるでしょう。それで、こういう議論も通

り過ぎていくことはできるんですよ。だけ

ど、県民から見たら明らかに不正ですから、

不適正じゃないんですよ。やり方が適切では

なかったという場合が不適正ですからね。こ

れは、公金を、やってはならないところに使

うという種のものだと思えば、不正なんです

よ。県民の目には不正として映るんですよ。
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メディアも、不正という見出しをつけるでし

ょう。そういう目で周りから見られていると

いう、その意識が県庁の職員の皆様に芽生え

ない限り、こういうこそこそした知恵、悪知

恵みたいなのが再び再燃してきたら大ごと。

最後にそのことを要望して終わります。 

 ありがとうございました。 

 

○大西一史委員 済みません、最後にとおっ

しゃったけれども、１個だけごめんなさい。

ちょっと別の件で。 

 知事が、本会議で、組織体制の見直しとい

うことについてちょっと触れられたんですけ

れども、その答弁の中で、知事補佐機能を含

めた政策形成機能の強化や中間管理職の積極

的な活用などによる職員の総戦力化といった

観点から、現行組織体制の見直しを指示して

おりますというような話だったんですね。 

 どういう指示があっているのか、ちょっと

よく私はわかりませんけれども、中間管理職

の積極的な活用とかといって、まさかポスト

をぼこぼこぼこぼこふやすような、そういっ

たことにはならないだろうというふうに思っ

ていますが、どういう人事戦略をもってその

組織を変えていくのかというところがやはり

私は重要じゃないかというふうに思うんです

よね。この点について、知事がどういうふう

におっしゃっているのか、どういう考えで指

示をされているのかだけお聞かせいただきた

いと思います。 

 

○豊田人事課長 来年度の組織機構の改正に

つきましては、例年３月下旬に公表している

ところでもございますが、今委員から御質問

がありました基本的な考えといたしまして

は、くまもとの夢実現に向けて、限られた職

員で最大の効果が発揮できるような、簡素で

効率的な組織体制の整備を図っていく必要が

あるという形で、先ほどおっしゃいましたよ

うに、知事からは、知事の政策機能の強化で

ありますとか、職員の総戦力化という観点か

ら、組織体制を見直すように指示があってい

るところでございます。 

 

○大西一史委員 今同じような答弁をもらっ

たんですけれども、これをやるに当たって、

今までいろいろフラット化を試行したり、総

室をつくってみたり、次長ポストをいろんな

形でふやしてみたりとか、随分いろんな試み

をやって変えてきています。 

 確かに、その都度その都度で組織というの

は見直していかなきゃいけないんですけれど

も、マイナーチェンジを何か繰り返している

ような感じがして、非常にこれ以上いろいろ

ごちゃごちゃやると、私はわかりにくい部分

が出てくるんじゃないかな。 

一つは、やはり今の現行組織できちっとで

きること、できないことというのは何なのか

ということをしっかり精査した上で新しい体

制を、その上で必要なことは何なのかという

考え方で新しい体制をとっていただかない

と、またむやみやたらに組織をいじるという

ようなことに私はつながって、逆に県民から

見ても非常にわかりにくいということにつな

がるのではないかなというふうに思います。 

 職員の総戦力化と、今までじゃあ総戦力じ

ゃなかったんですかというふうに私はこの答

弁を聞いたときに思ったんですけれども、や

はりそういう貴重な、限られた人材を、どう

やってもっと今の２倍、３倍に生かしていけ

るような方策をとれるかということを、やは

り今の体制がどうかというその反省に立った

上で新しく構築していただきたいということ

ですね。むやみやたらに、中間管理職の積極

的な活用と称して、ポストをふやすことがな

いようにお願いをしておきます。 

 以上です。 

 

○森浩二委員長 ほかに質疑はありません

か。 
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○若杉危機管理・防災消防総室長 委員長、

済みません、衛星携帯電話の額等をよろしい

でしょうか。 

 ６台分ということで、固定型と移動型がご

ざいまして、固定型の方は、申しわけありま

せん、70万円程度と申し上げましたけれど

も、104万円でございます。それから、移動

型の方が23万円程度でございます。それか

ら、維持管理費でございますけれども、基本

料金と通話料等で年間６台分、57万円程度を

見込んでおります。 

 以上でございます。済みません。 

 

○森浩二委員長 以上で本日の議題は終了し

ました。 

 最後に、陳情等が７件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それから、委員の皆さんに、２月議会前に

管内視察を行いたいと思いますので、日程が

決まり次第連絡します。よろしくお願いしま

す。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

  午後１時４分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 
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